
様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500001 移住、在留資格に係る規制、及び手続の緩和

出入国管理及び難民認定法
第２条の２，第７条の２，第１９
条，第２０条，第２１条，出入
国管理及び難民認定法施行
規則第６条の２，第２０条，第
２１条，別表第３，別表第３の
２

出入国管理制度は専門的・技術的分野の外
国人労働者について積極的な受入れを行う
という基本方針の下に構築されており，当該
外国人労働者の円滑な受入れに努めている
ところである。
また，入国・在留に係る各種申請における提
出書類の簡素化を行っている。

ｅ －

「投資・経営」については，上陸許可基準で
ある２人以上の日本人等を常勤職員として
雇用して営まれる規模について，投資額が
年間５００万円以上であればよいとするガイ
ドラインを作成し，また，外国人情報処理技
術者について，大学を卒業しておらず１０年
以上の実務経験を有しない場合であっても，
所定の試験に合格している場合等には入国
することが可能となるよう上陸許可基準の緩
和措置を執るなど，専門的・技術的分野の
外国人労働者の積極的な受入れを行ってい
る。
また，入国・在留に係る各種申請における提
出書類の簡素化を行っている。

我が国が経済活性化、国際競争力強化を
行っていくためには、優秀な外国人を積極的
に受け入れていく必要がある。しかしなが
ら、これら人材を確保するためには現在の施
策では不十分である。さらなる具体的な対応
策について検討され、示されたい。またその
検討における措置時期等についても示され
たい。

－ －

優秀な外国人を積極的に受け入れるとの政
府方針のもと，出入国管理制度の見直し等
を図っているところであり，平成１７年を目途
に策定予定の出入国管理基本計画におい
ても，我が国が必要とする高度人材の受入
れ策等について検討する予定である。

5072013 欧州委員会（ＥＵ） 11

z0500001 移住、在留資格に係る規制、及び手続の緩和

出入国管理及び難民認定法
第２条の２，第７条の２，第１９
条，第２０条，第２１条，出入
国管理及び難民認定法施行
規則第６条の２，第２０条，第
２１条，別表第３，別表第３の
２

出入国管理制度は専門的・技術的分野の外
国人労働者について積極的な受入れを行う
という基本方針の下に構築されており，当該
外国人労働者の円滑な受入れに努めている
ところである。
また，入国・在留に係る各種申請における提
出書類の簡素化を行っている。

ｅ －

「投資・経営」については，上陸許可基準で
ある２人以上の日本人等を常勤職員として
雇用して営まれる規模について，投資額が
年間５００万円以上であればよいとするガイ
ドラインを作成し，また，外国人情報処理技
術者について，大学を卒業しておらず１０年
以上の実務経験を有しない場合であっても，
所定の試験に合格している場合等には入国
することが可能となるよう上陸許可基準の緩
和措置を執るなど，専門的・技術的分野の
外国人労働者の積極的な受入れを行ってい
る。
また，入国・在留に係る各種申請における提
出書類の簡素化を行っている。

我が国が経済活性化、国際競争力強化を
行っていくためには、優秀な外国人を積極的
に受け入れていく必要がある。しかしなが
ら、これら人材を確保するためには現在の施
策では不十分である。さらなる具体的な対応
策について検討され、示されたい。またその
検討における措置時期等についても示され
たい。

－ －

優秀な外国人を積極的に受け入れるとの政
府方針のもと，出入国管理制度の見直し等
を図っているところであり，平成１７年を目途
に策定予定の出入国管理基本計画におい
ても，我が国が必要とする高度人材の受入
れ策等について検討する予定である。

5074012 カナダ 11

z0500002 研修制度における研修時間制限の緩和
出入国管理及び難民認定法
別表第１の４

研修生は労働者でなく，技術等を修得する
者であるという制度の趣旨にかんがみ，深
夜や夜間の研修の実施については，技術等
を修得する効率面及び研修生の安全面から
望ましくなく，原則として認めないこととしてい
る。

ｄ －

深夜や夜間における研修については原則と
して認めていないが，研修生派遣国におけ
る交代制勤務等の実施状況を踏まえ，夜間
研修を経験させる必要性や実施する期間，
日本人従業員の確保が困難なため研修生
が労働者として充当されること等のないよう
十分配慮されているかという点について十
分考慮した上で，適当と認められる場合には
深夜や夜間の研修を認めている。

研修生派遣国の勤務等の実施状況等に応
じて深夜等の研修を認めているとの回答で
あるが、当該規定の周知徹底等を図るべき
である。

d －
既に国際研修協力機構発行の「外国人研修
生の適正な受入れ」のためのガイドブック等
を通じて周知しているところである。

5021006
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0500003 研修生受入れ人数枠の緩和

出入国管理及び難民認定法
第７条第１項第２号の基準を
定める省令の表の「研修」の
項

受入れ機関に受け入れられている研修生の
人数が当該機関の常勤の職員の総数の２０
分の１以内であることとされている。

ｃ －

研修生の受入れ人数の上限については，適
正な研修の実施体制の確保が見込まれる
研修生の人数を設定しており，この受入れ
人数の上限の緩和は研修制度を悪用した単
純労働者としての受入れを促すおそれがあ
り，困難である。

企業が独自に研修生を受け入れる場合にお
いて、開発途上国等への貢献等の観点か
ら、制度の悪用・濫用防止等も踏まえ、再度
検討し、示されたい。

－ －

研修生の受入れ人数の上限については，適
正な研修の実施体制の確保が見込まれる
研修生の人数を設定しており，研修生派遣
先国に対し着実に技術移転を図るためにも
当該要件は必要であること，また，この受入
れ人数の上限の緩和は研修制度を悪用した
単純労働者としての受入れを促すおそれが
あり，困難である。

5021006
社団法人日本
経済団体連合
会

21
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500001 移住、在留資格に係る規制、及び手続の緩和

z0500001 移住、在留資格に係る規制、及び手続の緩和

z0500002 研修制度における研修時間制限の緩和

z0500003 研修生受入れ人数枠の緩和

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5072 5072013 欧州委員会（ＥＵ） 11 移住、在留資格に係る規制、及び手続の緩和
移住と在留資格に関係する規則と手続きを
緩和することが検討されるべきである。

「日本の規制改革に関するＥＵ優先提案」
（2003年10月16日　駐日欧州委員会代表
部）

1.1.海外直接投資(FDI)につながるようなビジ
ネス環境のさらなる改善

並びに、

1.1.3.人的資源

による。

法務省

5074 5074012 カナダ 11 移民・居住資格に係る規制の緩和、及び手続の簡素化
移民・居住資格の規制と手続の緩和を検討
する。

また、カナダは居住・移民に関する規制の緩
和、および査証、就労許可、転勤手続きなど
それに伴う手続きの迅速化は、カナダ企業
の対日投資を大きく促進するものと確信して
います。

法務省

5021 5021006
社団法人日本
経済団体連合
会

11 外国人研修･技能実習制度の見直し

①深夜の研修を行う必要性が認められ、管
理体制が整備されている企業については、
研修時間帯制限を緩和すべきである。
②企業が独自に研修生受入を行う場合にお
いても、適正な研修実施体制が確保されて
いる企業については、商工会議所や協同組
合等と同様に、実務研修実施機関の常勤職
員数応じて、受入れ枠を緩和するべきであ
る。

①海外関係会社の人材育成・技術支援を考
慮した時、現状の日勤時間帯のみの研修で
は限界がある。例えば､操業機器の保全作
業などは深夜･夜間の時間帯にトラブルを解
決しておく手法の確立が必要である。また、
24時間3交代制での勤務形態を持つメー
カーでは､現地の製造工場の運営に貢献で
きるよう深夜･夜間における作業研修が必要
である。
②外国人研修･技能実習制度は､開発途上
国の人材育成協力の観点から行われてお
り、今日の急速なグローバル化の進展と技
術や業務運営等の革新･複雑化に鑑み､多く
の外国人が今まで以上に十分な研修･実習
を受けることが可能となるよう、制度の見直
しが必要である。

出入国管理及び難民認定法
第７条第１項第２号の基準を
定める省令
出入国管理および難民認定
法に基づく指導
技能実習制度に係る出入国
管理上の取扱いに関する指
針
研修生及び技能実習生の入
国･在留管理に関する指針
技能実習制度推進事業運営
基本方針

法務省

①外国人研修を行う場合､深夜･夜間研修は
認められない。
②研修生の受入れ人数は、当該受入れ企
業の常勤職員総数の20分の１（５％）以内と
なっている。なお、商工会議所や協同組合を
通じて受け入れる場合には受入れ可能な枠
が緩和される。

5021 5021006
社団法人日本
経済団体連合
会

21 外国人研修･技能実習制度の見直し

①深夜の研修を行う必要性が認められ、管
理体制が整備されている企業については、
研修時間帯制限を緩和すべきである。
②企業が独自に研修生受入を行う場合にお
いても、適正な研修実施体制が確保されて
いる企業については、商工会議所や協同組
合等と同様に、実務研修実施機関の常勤職
員数応じて、受入れ枠を緩和するべきであ
る。

①海外関係会社の人材育成・技術支援を考
慮した時、現状の日勤時間帯のみの研修で
は限界がある。例えば､操業機器の保全作
業などは深夜･夜間の時間帯にトラブルを解
決しておく手法の確立が必要である。また、
24時間3交代制での勤務形態を持つメー
カーでは､現地の製造工場の運営に貢献で
きるよう深夜･夜間における作業研修が必要
である。
②外国人研修･技能実習制度は､開発途上
国の人材育成協力の観点から行われてお
り、今日の急速なグローバル化の進展と技
術や業務運営等の革新･複雑化に鑑み､多く
の外国人が今まで以上に十分な研修･実習
を受けることが可能となるよう、制度の見直
しが必要である。

出入国管理及び難民認定法
第７条第１項第２号の基準を
定める省令
出入国管理および難民認定
法に基づく指導
技能実習制度に係る出入国
管理上の取扱いに関する指
針
研修生及び技能実習生の入
国･在留管理に関する指針
技能実習制度推進事業運営
基本方針

法務省

①外国人研修を行う場合､深夜･夜間研修は
認められない。
②研修生の受入れ人数は、当該受入れ企
業の常勤職員総数の20分の１（５％）以内と
なっている。なお、商工会議所や協同組合を
通じて受け入れる場合には受入れ可能な枠
が緩和される。

危 高危 ＆要 望要 望現 状
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500004 企業内転勤に関する在留資格要件の緩和

出入国管理及び難民認定法
第７条第１項第２号の基準を
定める省令の表の「企業内転
勤」の項

在留資格「企業内転勤」に係る上陸許可基
準において，転勤の直前に外国にある本店
等の事業所において一年以上継続して在留
資格「技術」，「人文知識・国際業務」の業務
に従事していることが要件とされている。

ｃ －

「企業内転勤」は「技術」又は「人文知識・国
際業務」の特例的な制度であり，１年以上の
業務経験要件は企業内転勤形態の場合に
ついて，「技術」又は「人文知識・国際業務」
に求められる要件を課す代わりに求められ
ているものであり，企業内転勤制度の本質
に関わる要件であることから，その緩和は事
実上の単純労働者の受入れにつながるおそ
れがあり，業務経験に係る要件の緩和措置
を講ずることは困難である。
なお，提案者の要望にあるような「即戦力と
なる人材」であれば，在留資格「技術」又は
「人文知識・国際業務」に係る要件を満たす
ものと考えられ，基準を緩和する必要性も認
められない。

「企業内転勤」は、本邦機関との直接の雇用
契約は必ずしも前提とされていないが、「技
術」及び「人文知識・国際業務」は、「契約が
必要」とされているのみで、原則雇用契約を
前提とされていると解されており、いかなる
契約で申請できるかが不明確である。また、
転勤に伴い入国する外国人に係る在留資格
について周知徹底が図られておらず、また
入国管理窓口等においても適切な助言がな
されていないとの指摘もある。上記観点を踏
まえ、具体的な対応策について検討し、示さ
れたい。またその実施時期等についても示さ
れたい。

a －

「企業内転勤」の在留資格をもって在留する
外国人が行うことができる活動は，「技術の
項及び人文知識・国際業務の項の下欄に掲
げる活動」であり，従って，同一法人内の企
業内転勤の場合，外国において締結された
雇用契約が維持されているので新たな契約
が必要ないということだけであって，本邦の
公私の機関との契約を必要としないわけで
はない。
出入国管理及び難民認定法別表第１「技
術」及び「人文知識・国際業務」に規定されて
いる「本邦の公私の機関との契約に基づい
て」に係る趣旨について周知徹底を図ること
とする。

5021260
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0500005
在留資格認定証明書の申請
手続に係る優良事業者への
処分の迅速・簡素化

出入国管理及び難民認定法
第７条の２，出入国管理及び
難民認定法施行規則第６条２

在留資格認定証明書交付申請を行う者は，
出入国管理及び難民認定法施行規則第６
条の２で定めるところにより，提出書類等を
提出の上，申請を行わなければならない。

ｄ －

外国人を受け入れることについて特段の問
題がないと認められる優良事業者を受入機
関とする在留資格認定証明書交付申請の場
合には，これまでも処理の迅速化に努めて
いるところである。

迅速かつ円滑な入国手続等が求められてい
るにも関わらず、在留資格認定証明書の申
請から発行までに半年も要するケースがあ
るとの指摘がある。要望は、優良な受入企
業に限定した上で当該措置を求めているも
のであり、上記事実を踏まえ、具体的な対応
策について検討し、示されたい。またその実
施時期等についても示されたい。

ａ －

外国人労働者の雇用先のうち，優良なもの
からの在留資格認定証明書の交付申請に
係る手続きについて，今後とも，その迅速化
に努めるよう，本年度中に地方入国管理局
に対し指示を行うこととする。

5021261
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0500006
マルシップ外航客船の外国人
乗組員の上陸許可期間の延
長

出入国管理及び難民認定法
第１６条

外国人乗員が，船舶等の乗換え，乗組み，
休養，買物，その他これらに類似する目的を
もって１５日を超えない範囲内で上陸を希望
する場合に許可している。

ｃ －

乗員上陸許可の目的からしても，１５日を超
える期間上陸を認める必要性はないものと
考えられる。

本規制により、外国人乗組員の人道上の配
慮に欠ける恐れや、十分なサービス提供の
機会が損なわれること、当該船の運行計画
策定に支障が生じること等の問題が生じて
いるとの指摘がある。これら観点も踏まえ、
再度検討されたい。

－ －
人道上必要と思われる場合等については，
乗員上陸許可の取扱いについて柔軟に対
応しているところである。

5035005 社団法人日本船主協会 11

z0500007 出入国管理規制の緩和

出入国管理及び難民認定法
施行規則別表第２，技能実習
制度に係る出入国管理上の
取扱いに関する指針第１の４

在留資格「研修」については，在留期間の上
限は１年となっており，研修を含めた研修・
技能実習生の在留期間の上限は３年となっ
ている。

ｃ －

問題事例が多発していること及び他国の発
展に資する人材の育成を通じての国際貢献
という研修・技能実習制度の目的に照らし
て，定住化を促すような期間設定は避ける
べきであることから，在留期間を伸長するこ
とは困難である。

開発途上国への貢献等の観点から、期間延
長等の可否について再度検討し、示された
い。

－ －

問題事例が多発していること及び他国の発
展に資する人材の育成を通じての国際貢献
という研修・技能実習制度の目的に照らし
て，定住化を促すような期間設定は避ける
べきであることから，在留期間を伸長するこ
とは困難である。

5119009 長野県 11

z0500008 来日外国人・組織犯罪の防止の強化

出入国管理及び難民認定法
第１９条，第２４条第４号イ，
第７０条第１項第４号，第７３
条，第７３条の２

出入国管理及び難民認定法において，同法
に違反する資格外活動に係る退去強制事由
及び罰則並びに外国人に不法就労活動をさ
せた事業主に係る罰則が規定されている。

ｂ －

留学生等としての活動実態のない外国人に
係る在留資格取消し制度の新設の他，不法
滞在に係る罰則の強化について検討してい
る。
なお，留学生等の入国・在留審査において
一層の適正化を図るよう指示したところであ
る。

具体的な検討内容及び実施時期について示
されたい。 － －

在留資格取消し制度の新設に加えて，不法
滞在に係る罰金の引き上げ等について検討
しており，本通常国会に出入国管理及び難
民認定法の一部を改正する法律案を提出す
る予定である。

5145014 東京都 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 3 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500004 企業内転勤に関する在留資格要件の緩和

z0500005
在留資格認定証明書の申請
手続に係る優良事業者への
処分の迅速・簡素化

z0500006
マルシップ外航客船の外国人
乗組員の上陸許可期間の延
長

z0500007 出入国管理規制の緩和

z0500008 来日外国人・組織犯罪の防止の強化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021260
社団法人日本
経済団体連合
会

11 企業内転勤に関する在留資格要件の緩和

　「一年以上継続して」という要件を「一カ月
以上継続して」という要件に緩和すべきであ
る。

　国際的なプロジェクトまたは工場の立ち上
げ等に伴い、日本企業の本店、支店その他
の事業所における勤務者を本邦に招き、業
務を遂行させるケースが増えている。例え
ば、英語を母国語とする国においてエンジニ
アを雇い、日本に転勤させ即戦力として活用
する事例が増えているが、就業経験１年以
上という要件のため、スピーディに事業を遂
行することが困難となっている。
　企業内転勤の円滑かつスピーディな流れ
の確保は、日本企業の国際競争力強化の
観点から不可欠である。

出入国管理及び難民認定
法、
出入国管理及び難民認定法
第７条第１項第２号の基準を
定める省令

法務省

　出入国管理及び難民認定法・同第７条第１
項第２号の基準を定める省令においては、
「企業内転勤」という在留資格に基づいて在
留する外国人に対して、「申請に係る転勤の
直前に外国にある本店、支店その他の事業
所において一年以上継続して（中略）業務に
従事していること」が求められる。

5021 5021261
社団法人日本
経済団体連合
会

11
在留資格認定証明書の申請
手続に係る優良事業者への
処分の迅速・簡素化【新規】

　在留資格認定証明書の申請手続に関し
て、優良事業者（例えば、過去数年間にわ
たって、今までの申請において不許可となっ
た事例がなく、かつ許可された外国人に関し
て事故が発生した事例もないような企業等）
を認定する制度を設け、こうした事業者（受
入機関）が代理人として在留資格認定証明
書の交付を申請をする場合には、特別に迅
速かつ簡易な手続きにより当該申請に対す
る処分を行なうべきである。

　企業活動の国際化、複雑化に伴って、専
門的、技術的分野の外国人を日本において
雇用したり、或いは教育・研修目的での企業
内転勤を行う事例等も増えている。こうした
移動はプロジェクトベースで行うことが多く、
円滑かつスピーディである必要があるが、現
在のように、数カ月から半年もかかり、さらに
個人によって期間が異なる在留資格認定手
続きでは、円滑な流れが阻害される。こうし
た企業内転勤の円滑かつスピーディな流れ
の確保は、日本企業の国際競争力強化の
観点から不可欠である。
　今までに申請が不許可になった事例がな
く、許可された外国人にも問題事例がないよ
うな優良事業者が受入機関となる場合に
は、招聘した外国人に関して、今後も問題が
起きることは想定しにくい。こうした事業者に
対して、迅速かつ簡易な手続きが導入され
れば、ビジネスの予見性が高まるとともに、
スピーディに事業を遂行することができるよ
うになる。

出入国管理及び難民認定法
第７条の２
行政手続法第３条第10項 法務省

　出入国管理及び難民認定法に基づく処分
及び行政指導は、行政手続法第３条第10項
に基づき、行政手続法の適用除外となって
おり、標準処理期間も設定されていない。在
留資格認定証明書の申請後、許可或いは
不許可の処分に至るまでに数カ月から、長
い場合には半年を要することがある。

5035 5035005 社団法人日本船主協会 11
マルシップ外航客船の外国人
乗組員の上陸許可期間の延
長

近年におけるマルシップ外航客船の国内就
航状況に鑑み、上陸許可期間の延長や数次
上陸許可を認めること。

乗組員の上陸は15日を超えない範囲内で許
可されており、マルシップ外航客船について
は、初回の申請で15日の上陸許可を得た
後、必要な時点で再度申請することにより新
たに15日の上陸許可が認められている。た
だし、3度目以降の上陸許可申請は、外国へ
向け出港し再度日本の港に入港しない限り
受け付けられない。

出入国管理及び難民認定法
第16条 法務省

5119 5119009 長野県 11 出入国管理規制の緩和
技能実習制度において、外国人技能実習生
の滞在期間（研修期間を含む）を現行の最
長３年から５年以内に延長すること。

技能実習制度に係る出入国管理上の取扱
いに関する指針（平成５年４月５日法務省告
示第141号）第１・４の規定の改正

　技能実習生が、現在の３年という期間で基
礎から応用までの技能を身に付けることは、
職種によっては困難となっている。
　出入国管理法では、外国人IT技術者や外
国人研究者の在留期間について、３年から５
年以内とする特例措置が認められている。
　また、３年という期間となった平成９年から
相当年経過しており、早期の改正が望まれ
る。

　技能実習制度に係る出入
国管理上の取扱いに関する
指針（平成５年４月５日法務
省告示第141号）第１・４

法務省

5145 5145014 東京都 11 来日外国人・組織犯罪の防止

入国・在留資格審査の厳格化や資格外活動
者に対するペナルティーの強化等、入管法
の運用・改正を含めた見直しを行うこと。

不法滞在者等の取締りによる来日外国人犯
罪の抑止

・最近、就学・留学の在留資格の学生、日本
人配偶者の風俗店従業員が増加している。
・もとより、資格外活動許可を受けた健全な
アルバイトや日本人配偶者となって在留する
外国人の増加は、外国との共生の観点から
歓迎すべきことである。
・しかし、実態上は、違法な就労や偽装結婚
などが多く存在しているといわれている。
・また、不法滞在者の多くは不法に就労して
いるほか、不法滞在者の一部が多発する外
国人組織犯罪の温床となっているとの指摘
がある。

出入国管理及び難民認定法 法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 4 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500009 輸出入・港湾諸手続の簡素化の促進

出入国管理及び難民認定法
出入国管理及び難民認定法
施行規則

輸出入・港湾関連手続について，各省庁へ
の届出等のうち一部重複する手続について
シングルウインドウ化を図ったところである。

ｂ Ⅲ

　本年７月に他省庁システムとシングルウィ
ンドウ化された乗員上陸許可支援システム
については、ＩＴ戦略本部による「電子政府構
築計画」において、既存の業務システムに係
る最適化計画を2005年度末までのできる限
り早期に策定することとしている。
　従前より手続の簡素化等に努めてきたとこ
ろであり、現在、国際基準への準拠、手続の
簡素化の一環として、外国船舶の入出港に
関する手続や必要書類の簡易化を図ること
を内容とする「国際海運の簡易化に関する
条約（仮称）（FAL条約）」の批准に向け、条
文内容等を精査しているところである。

「国際海運の簡易化に関する条約（仮称）
（FAL条約）」の批准を平成16年度までに実
施することの可否について改めて検討され、
実施時期を明確化されたい。

－ －

ＦＡＬ条約の批准については外務省において
取りまとめられる事項であるが，法務省とし
ても早期批准が可能となるよう協力してまい
りたい。

5021208
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0500009 輸出入・港湾諸手続の簡素化の促進

出入国管理及び難民認定法
出入国管理及び難民認定法
施行規則

輸出入・港湾関連手続について，各省庁へ
の届出等のうち一部重複する手続について
シングルウインドウ化を図ったところである。

ｂ Ⅲ

　本年７月に他省庁システムとシングルウィ
ンドウ化された乗員上陸許可支援システム
については、ＩＴ戦略本部による「電子政府構
築計画」において、既存の業務システムに係
る最適化計画を2005年度末までのできる限
り早期に策定することとしている。
　従前より手続の簡素化等に努めてきたとこ
ろであり、現在、国際基準への準拠、手続の
簡素化の一環として、外国船舶の入出港に
関する手続や必要書類の簡易化を図ること
を内容とする「国際海運の簡易化に関する
条約（仮称）（FAL条約）」の批准に向け、条
文内容等を精査しているところである。

「国際海運の簡易化に関する条約（仮称）
（FAL条約）」の批准を平成16年度までに実
施することの可否について改めて検討され、
実施時期を明確化されたい。

－ －

ＦＡＬ条約の批准については外務省において
取りまとめられる事項であるが，法務省とし
ても早期批准が可能となるよう協力してまい
りたい。

5035003 社団法人日本船主協会 11

z0500010 弁護士法の改正 旧弁護士法第３３条２項第８
号、第４６条第２項第１号

（弁護士の調査権について）
（参考）弁護士は、受任している事件につい
て、所属弁護士会に対して、公務所又は公
私の団体に照会して必要な事項の報告を求
めることができる。弁護士会は、右申請に基
づき，公務所又は公私の団体に照会して必
要な事項の報告を求めることができる（弁護
士法第２３条の２）。
（弁護士の相談料について）
　日本弁護士連合会及び弁護士会の会則に
より弁護士報酬の標準を示す規定が定めら
れているが、司法制度改革のための裁判所
法等の一部を改正する法律（平成１５年法律
第１２８号）により日本弁護士連合会及び弁
護士会の会則の記載事項から弁護士報酬
の標準を示す規定（旧弁護士法第３３条２項
第８号、第４６条第２項第１号）が削除された
（平成１６年４月１日施行）。

ｃ Ⅰ

　「弁護士のみの調査権を当事者に付与す
べき」との点については、要望の趣旨が不明
なため、回答できない。
　弁護士の相談料を規則化することについ
ては、弁護士間の適正な競争を確保するた
め、司法制度改革のための裁判所法等の一
部を改正する法律（平成１５年法律第１２８
号）により、日本弁護士連合会及び弁護士
会の会則の記載事項から弁護士報酬の標
準を示す規定（旧弁護士法第３３条２項第８
号、第４６条第２項第１号）を削除したところ
であり（平成１６年４月１日施行）、弁護士に
対する相談料金を拘束するような規則を設
けることは妥当でない。

5142002 個人 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 5 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500009 輸出入・港湾諸手続の簡素化の促進

z0500009 輸出入・港湾諸手続の簡素化の促進

z0500010 弁護士法の改正

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021208
社団法人日本
経済団体連合
会

11 輸出入・港湾諸手続の簡素化促進

　2003年７月に、輸出入・港湾関連手続のシ
ングルウィンドウシステムが供用開始された
ことは評価できるが、各種申請の見直しや
現行の申請書類の徹底した簡素化など、電
子化に先立って行うべき輸出入・港湾諸手
続全般の業務改革（BPR）については甚だ不
十分である。
　ワンストップサービスの実現に当たっては、
まず、（1）民間事業者の意見聴取に基づき、
提出の必要性が疑われる申請を徹底的に
抽出すること、（2）申請の中で削除できる項
目を可能な限り削除すること、（3）省庁間で
の共通項目を標準化、統一化すること、が必
要不可欠である。その上で、全ての手続きを
統合し、１回の入力・送信で複数の申請を可
能とするシステムを整備すべく、全関係省庁
は内閣官房のリーダーシップのもと連携・協
議を重ねながら、このＢＰＲを遂行すべきで
ある。

　例えば、シングルウィンドウ化により、複数
の官庁で共通する手続について同時に送信
することが可能となったものは、入・出港届
等、ほんの一握りに過ぎず、従来通りの紙
ベースでの手続きが数多く残されているの
が現状である。
　シングルウィンドウシステムの運用が開始
されても、このままでは、真のワンストップ
サービスにはなっておらず、輸出入・港湾諸
手続の簡素化、物流効率化、ひいては産業
競争力の強化につながらないことが懸念さ
れる。

関税法
電子情報処理組織による税
関手続の特例等に関する法
律等

財務省
国土交通省
経済産業省
法務省
厚生労働省
農林水産省

　港湾・輸出入手続に関係する各省庁の協
力のもと、2003年７月から港湾・輸出入手続
のシングルウィンドウシステムが運用を開始
したが、これは単に既存のシステムが接続さ
れただけのものであり、予てより産業界が要
望してきた諸手続の見直しおよび簡素化を
反映したものとはなっていない。

5035 5035003 社団法人日本船主協会 11 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化

全ての港湾・輸出入関連手続を対象として、
申請の必要性が失われたもの、申請の中で
削除できる項目の標準化、統一化できるも
のを抽出した上で、申請手続を徹底的に削
除・簡素化するよう要望する。

2003年7月23日より輸出入・港湾関連手続
のシングルウィンドウ化が関係各省庁により
実現されてはいるが、実態は各種申請・手
続の見直しや簡素化がなされておらず利便
性の向上には結びついていない。従って、全
ての関連手続を対象として、申請の必要性
が失われたもの、申請の中で削除できる項
目、さらに省庁間に共通する項目の標準化、
統一化できるものを抽出した上で、申請手続
を徹底的に削減・簡素化することを要望す
る。

関税法、電子情報処理組織
による関税手続の特例に関
する法律、コンテナ特例法、
出入国管理および難民認定
法等

国土交通省
財務省
法務省
厚生労働省
経済産業省
農林水産省

5142 5142002 個人 11 弁護士法の改正 調査権の事件当事者側の委譲及び取得報
酬規定を設置すべきである。

弁護士のみの調査権は不合理で当事者に
限定付与すべきである。また、弁護士への
相談料金の不規則により5000円、10000円と
各人ごとで異なり、問題である。

弁護士法
司法制度改革
推進本部
法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 6 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500011 弁護士法第72条の見直し 弁護士法第７２条

弁護士法第７２条は、同法が例外として定め
る場合を除いて、弁護士でない者が報酬を
得る目的で法律事務の取扱いを業とするこ
とを禁止している。

一部ａ
一部ｄ Ⅰ

司法制度改革審議会意見（平成１３年６月１
２日）及びこれにのっとって作成された司法
制度改革推進計画（平成１４年３月１９日閣
議決定）を受け、司法制度改革推進本部事
務局の法曹制度検討会において、弁護士法
第７２条について、隣接法律専門職種の業
務内容や会社形態の多様化などの変化に
対応する見地からの企業法務等との関係も
含め検討した上で、規制対象となる範囲・態
様に関する予測可能性を確保するための所
要の措置として、法務省が「グループ企業間
の法律事務の取扱いと弁護士法第７２条の
関係について」を公表。
　なお、弁護士法以外の法律において同法
第７２条の例外が定められていることを明確
化する旨の弁護士法第７２条ただし書の改
正を含む「司法制度改革のための裁判所法
等の一部を改正する法律（平成１５年法律第
１２８号）」が第１５６回国会で成立（平成１６
年４月１日施行）。

一部aの部分については、要望内容のとおり
弁護士法において対応しない理由を明らか
にされたい。

一部ａ
一部ｄ Ⅰ

１　親子会社・グループ企業間の法律事務の取扱
いについて、一律に弁護士法第７２条の例外とす
ることについては、次の理由により困難であると考
える。
　①　親子会社・グループ企業は法人格を異にし、
また、親子会社関係・企業グル ープにはさまざま
な形態が存在するから、親子会社・グループ企業
が直ちに実質的に同一であるとはいえない。した
がって、親子会社・グループ企業間であっても、弁
護士又は弁護士法人でない者がその法律事務を
取り扱うことを認めると、会社（企業）の株主や債
権者等の関係人の利益をそこね、法律生活の公
正円滑な営みを妨げ、ひいては法律秩序を害する
おそれがあることを否定することができない。
　②　また、仮に完全親子会社間の法律事務の取
扱いであっても、これを許容すれば、例えば、いわ
ゆる事件屋が支配する会社が完全親子会社関係
を一時的に作出すれば他の会社の法律事務を取
り扱うことができることになり、弁護士法第７２条の
規制の趣旨に反する事態を生じさせるおそれがあ
る。
２　そこで、前回も回答したとおり、司法制度改革
推進本部事務局の法曹制度検討会において、法
務省は、実費の支払を受けるにとどまる「報酬を得
る目的」のない法律事務の取扱いや、いわゆる
「事件性」のない法律事務の取扱いは、弁護士法
第７２条の対象外であり、親子会社・グループ企業
間で自由に行うことができる旨、同条の解釈を明ら
かにしたものであり、これにより、親子会社・グ
ループ企業間の法律事務の取扱いに関する要望
に対しては、相当程度対応できるものと考えてい
る。

5033024 社団法人日本損害保険協会 11

z0500011
（上記の続き）

弁護士法第72条の見直し

（上記の続き）

３　そして、この問題については、法曹制度検討会
においても議論が行われたが、一定範囲の親子
会社・グループ企業間の法律事務の取扱いを弁護
士法第７２条の例外とするべきであるとの議論に
はならず、検討会は、法務省の示した解釈を、弁
護士法第７２条の規制対象となる範囲・態様に関
する予測可能性を確保するための所要の措置とし
て了解している。

5033024 社団法人日本損害保険協会 12

z0500012
外国法事務弁護士の本邦に
おける事務所設置義務及び
本邦在留義務の見直し

外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第４５条、第４８条

外国法事務弁護士は，１年のうち１８０日以
上本邦に在留しなければならない。
外国法事務弁護士の事務所は，その外国法
事務弁護士の所属弁護士会の地域内に設
けなければならず，また，外国法事務弁護
士は，いかなる名義をもつてしても，国内に
２個以上の事務所を設けることができない。

ｃ Ⅰ

・外国法事務弁護士は、我が国において原
資格国法に関する法律事務を取り扱うことを
職務としているのだから、形式的に登録のみ
をして事務員等の資格のない者に法律事務
の処理を任せるなどという状態になることを
防ぎ、依頼者保護を図るためにも、少なくと
も年の半分程度以上は我が国に在留する必
要があると考えている。

要望内容にある、商業施設の要件について
も回答されたい。また、在留要件の問題につ
いては、通信手段の発達という状況を踏まえ
れば、身柄が物理的に我が国に存在するこ
との重要性は低下しているといえることか
ら、一定の要件の元、在留要件の緩和を認
めることの可否について、再度検討された
い。

ｃ Ⅰ

外弁は所属弁護士会及び日弁連の指導・連
絡・監督を受けることとされており，この指
導・連絡・監督を受けるに当たって，事務所
が存在することは必要不可欠である。なお，
同様の義務は日本弁護士にも課されてお
り，外弁のみに不合理な規制を課すもので
はない。
  また，外弁は我が国の資格法制であり，法
務省，日弁連による監督の実効性を担保す
るためにも，現段階では，現行法上の在留
要件には合理性があると考えている。

5073008 オーストラリア 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 7 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500011 弁護士法第72条の見直し

z0500011
（上記の続き）

弁護士法第72条の見直し

z0500012
外国法事務弁護士の本邦に
おける事務所設置義務及び
本邦在留義務の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5033 5033024 社団法人日本損害保険協会 11 弁護士法第72条の見直し

弁護士法第72条但書を改め、他の法律の規
定により認められる場合にも、弁護士でない
者の法律事務の取扱を認める。他の法律の
規定によって行なわせることが適当でない法
律事務（訴訟の代理など）は弁護士法にお
いて明確化する。

子会社業務の円滑な運用、子会社の統合、
事務量及び経費の合理化が図れる。グルー
プの組織再編、合理化に資する。

グループ経営の進む中で、親会社やグルー
プ内の一部の会社に法務部門等を集約する
ことが機能的にも費用的にも合理的である
ため、グループ内の会社の法廷外法律事務
（法務関連業務等）を相互委託できるように
していただきたい。

弁護士法第72条
法務省
司法制度改革
推進本部

5033 5033024 社団法人日本損害保険協会 12
（上記の続き）

弁護士法第72条の見直し

法務省
司法制度改革
推進本部

5073 5073008 オーストラリア 11
外国法事務弁護士に係る在
留要件、並びに商業施設要
件の撤廃

日本は、国境を越えるサービスの提供、海
外でのサービス提供や一時入国というサー
ビス様式で、外国の弁護士が外国法の業務
提供を行うためには、外国の弁護士に課さ
れている6ヶ月の在留要件や商業施設の要
件を撤廃すべきである。

日本は、次のようなサービス様式で外国法
の業務を行おうとする外国法事務弁護士に
最低180日の在留と商業施設(例、支店の開
設)の要件を課している。
? 国境を越えるサービスの提供：　オーストラ
リアの弁護士が電気通信を通して、サ－ビス
提供者と顧客が夫々オーストラリアと日本に
居ながら、オーストラリア法に関するサービ
スを提供する場合。
? 海外でのサービス提供：　日本の顧客が
オーストラリアの弁護士からオーストラリアで
オーストラリア法に関するサービスを受ける
場合。
? 自然人の一時入国：　オーストラリアの弁護
士が日本に来て、オーストラリア法に関する
サービスを提供し、短期間の後にオーストラ
リアに帰る（主に、顧客と同伴で一時入国し
オーストラリアに帰る）。
オーストラリアは、6ヶ月の在留要件や商業
施設の要件は、上記のサービス提供様式で
オーストラリアの弁護士がオーストラリアの
法律に関するサービスを提供するために、
負担が大きく不必要であると考える。

法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 8 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500012
外国法事務弁護士の本邦に
おける事務所設置義務及び
本邦在留義務の見直し

外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第４５条、第４８条

外国法事務弁護士は，１年のうち１８０日以
上本邦に在留しなければならない。
外国法事務弁護士の事務所は，その外国法
事務弁護士の所属弁護士会の地域内に設
けなければならず，また，外国法事務弁護
士は，いかなる名義をもってしても，国内に２
個以上の事務所を設けることができない。

ｃ Ⅰ

・外国法事務弁護士は、我が国において原
資格国法に関する法律事務を取り扱うことを
職務としているのだから、形式的に登録のみ
をして事務員等の資格のない者に法律事務
の処理を任せるなどという状態になることを
防ぎ、依頼者保護を図るためにも、少なくと
も年の半分程度以上は我が国に在留する必
要があると考えている。

要望内容にある、業務上の拠点の要件につ
いても回答されたい。また、滞在期間の規制
の問題については、通信手段の発達という
状況を踏まえれば、身柄が物理的に我が国
に存在することの重要性は低下しているとい
えることから、一定の要件の元、在留要件の
緩和を認めることの可否について、再度検
討されたい。

ｃ Ⅰ

外弁は所属弁護士会及び日弁連の指導・連
絡・監督を受けることとされており，この指
導・連絡・監督を受けるに当たって，事務所
が存在することは必要不可欠である。なお，
同様の義務は日本弁護士にも課されてお
り，外弁のみに不合理な規制を課すもので
はない。
  また，外弁は我が国の資格法制であり，法
務省，日弁連による監督の実効性を担保す
るためにも，現段階では，現行法上の在留
要件には合理性があると考えている。

5074009 カナダ 11

z0500013 外国法事務弁護士による専門職法人の容認

外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第４５条

外国法事務弁護士法人の設立は認められ
ていない。 ｂ Ⅰ

我が国の現行法制上も弁護士には支所の
設置は認められていない。弁護士法人につ
いては支所の設置は認められているが，外
弁事務所の法人化については弁護士と外弁
との職務範囲の広狭など検討課題が多数あ
ることから，日本の弁護士法人制度の施行
状況をも見つつ，慎重に検討していきたいと
考えている。

本件については、総合規制改革会議の第３
次答申においても指摘があった事項であり、
この内容を踏まえて再度回答振りを検討さ
れたい。

ｂ Ⅰ

外弁との協議等により我が国の国際的な法
的需要の動向を調査するとともに，改正外
弁法施行によって解禁される外弁と日本弁
護士との外国法共同事業の実態等を見なが
ら検討を行う。

5071087 米国 11

z0500013 外国法事務弁護士による専門職法人の容認

外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第４５条

外国法事務弁護士法人の設立は認められ
ていない。 ｂ Ⅰ

我が国の現行法制上も弁護士には支所の
設置は認められていない。弁護士法人につ
いては支所の設置は認められているが，外
弁事務所の法人化については弁護士と外弁
との職務範囲の広狭など検討課題が多数あ
ることから，日本の弁護士法人制度の施行
状況をも見つつ，慎重に検討していきたいと
考えている。

本件については、総合規制改革会議の第３
次答申においても指摘があった事項であり、
この内容を踏まえて再度回答振りを検討さ
れたい。

ｂ Ⅰ

外弁との協議等により我が国の国際的な法
的需要の動向を調査するとともに，改正外
弁法施行によって解禁される外弁と日本弁
護士との外国法共同事業の実態等を見なが
ら検討を行う。

5073007 オーストラリア 11

z0500014 改正外弁法に伴う措置の円滑な実施

②につき，
外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第２２条，第２３条，第４０条
第１項，第４３条

外国法事務弁護士は，所属弁護士会又は
日本弁護士連合会が，外国法事務弁護士に
関する事項についての会則の制定又は改廃
を審議すべき総会を招集するときは，その総
会に出席し，意見を述べ，及び議決に加わ
ることができる。

ｃ Ⅰ

政府は，日弁連及び地方弁護士会が，外弁
に適用される規則及び規制に関する総会へ
の参加，それらの総会における外弁の意思
表明，及び外弁に適用されるであろうすべて
の規則及び規制の変更及び実施に関する
議決への参加を含む弁護士会の手続に参
加する効果的な機会を，外弁に対して提供
することを支持している。なお，我が国の弁
護士に適用される規則及び規制の作成につ
いては，弁護士自治により，我が国の弁護
士によって構成される日弁連に委ねられて
いる。

回答では規則の作成が日弁連に委ねられて
いることを理由に対応不可とされているが、
政府として外弁への参加機会の提供を支持
しているのであれば、何らかの形で日弁連
等に対する指導・要請等を実施することが適
切であると思われるので、この点について再
度検討されたい。

ｃ Ⅰ

弁護士自治の趣旨から，法務省は日弁連に
対していかなる監督権限も有しておらず，指
導・要請を行うことはできないが，既に，日弁
連との協議を通じて外弁法の正しい理解や
弁護士会内手続の適切な運用などについて
の理解を求めているところである。

5071086 米国 11

z0500015
外国法事務弁護士の資格取
得に係る職務経験要件の見
直し

外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第１０条

外国弁護士となる資格を有する者が日本に
おいて，その資格取得国の法に関する知識
に基づいて行った労務の提供は，通算して１
年を限度として資格取得国において外国弁
護士として行った職務の経験とみなす。

ｃ Ⅰ

我が国の弁護士又は外弁に雇用されて資格
取得国の法に関する知識に基づいて労務を
提供している外弁となる資格の保有者は、
法律事務を行うものではないものの、その労
務提供の内容は米国等における若い弁護
士の仕事の内容と共通する部分が多く、実
務経験として完全に満足し得るものではない
とはいえ、我が国の弁護士又は外弁の適正
な監督を受けていることから、例外として特
に１年を限度になお算入できるものとした。
　かように日本における労務提供期間の算
入は、あくまで例外であり、実務経験と同視
することはできないものである以上、算入限
度を規制することには、なお合理性があるも
のと考える。
　そして，現在の規制の下でも内外の要請に
十分に応えることができるものと考えられる
ことから、当面、更なる職務経験要件の緩和
は考えていない。

職務経験要件への算入限度について、全面
的な撤廃はできないとしても、１年間という限
度を一定の場合に緩和することは本当にで
きないのか、相互主義の観点等も含め、再
度検討されたい。なお、その際は、現状にお
いては内外の要請に充分応えるものとなっ
ていないからこそ、要望が出されていること
を充分に認識されたい。

ｃ Ⅰ

現行の外弁法は，職務経験要件として顧客
への直接的な法律サービスの提供を前提と
しており，我が国における外国弁護士として
の活動には，顧客への直接的な法律サービ
スの提供が含まれないことから，現段階にお
いて，算入制限には合理性があると考えて
いる。
　しかし，今後も国際的動向の状況等にも配
意していく必要があるとは考えている。

5071088 米国 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 9 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500012
外国法事務弁護士の本邦に
おける事務所設置義務及び
本邦在留義務の見直し

z0500013 外国法事務弁護士による専門職法人の容認

z0500013 外国法事務弁護士による専門職法人の容認

z0500014 改正外弁法に伴う措置の円滑な実施

z0500015
外国法事務弁護士の資格取
得に係る職務経験要件の見
直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5074 5074009 カナダ 11 外国弁護士に係る規制の見直し

特に､業務上の拠点の要件や、国境を超え
る取引、海外における消費、業務上の拠点
を通じてのサービス提供により、外国の法律
や国際公法に関して助言する外国の法律コ
ンサルタントの滞在期間の規制を撤去する
よう日本に強く要請致します。

カナダは、日本弁護士（弁護士）と外国弁護
士（外弁）の提携の自由に関する規制を実
質的に取り除いた「外国弁護士による法律
事務の取扱に関する特別措置法」の改正案
の制定を高く評価します。私達は、この法律
を履行するための規則や規定の作成に注目
しています。

現在進行中の市場参入に関するＧＡＴＳ
（サービスの貿易に関する一般協定）交渉に
おいて、カナダは日本に、法律サービスに関
する市場参入について責務を果たす努力を
するよう要請してきました。

法務省

5071 5071087 米国 11 外国法事務弁護士による専門職法人設立の制度化推進

①　外国法事務弁護士が、原資格国におけ
る組織の支店を日本において開設すること
の代案として、日本弁護士による専門職法
人と同一の位置づけ、また、利便をそなえた
専門職法人を設立することを許可する。
②　外国法事務弁護士による法律事務所お
よび ”共同事業”が、日本弁護士による専門
職法人と同一の位置づけで、その支所を日
本全国に設置することを可能とする。

外国法事務弁護士および外国法律事務所
は、日本弁護士が日本において法務サービ
スを提供する業務形体と同一の形体を選択
することが許されるべきである。米国は、外
国法事務弁護士による専門職法人設立の
制度化について検討をおこなうとする日本の
言質を歓迎する。この関連で、米国は日本
に対して、左記の措置を講じることを要請す
る。

法務省

5073 5073007 オーストラリア 11 外国法事務弁護士の法務事務所の法人化の容認

日本は、外国法事務弁護士が法務事務所
法人を設立し、日本でこの様な法人を通じて
外国法や国際的なサービスを提供が出来る
ように、同様の法人化の権利を外国法事務
弁護士に認めるべきである。

オーストラリアは、2002年4月に法務事務所
の法人化が認められるように成ったと理解し
ている。2003年1月では、71の法務事務法人
が登録された。しかし、この制度は日本弁護
士のみに適応され、外国法事務弁護士の法
務事務所を法人化することは認められてい
ない。

法務省

5071 5071086 米国 11 改正外弁法に伴う措置の円滑な実施

①　改正外弁法の提携の自由に関わる条項
が、2004年9月までに施行されるように、必
要なすべての措置を講じる。
②　日本弁護士連合会（日弁連）および地方
弁護士会が、登録された外国法事務弁護士
(外弁) が投票権を有する会員となることを認
めること、 また、外弁が外弁法および弁護
士法の改正に伴う規則、規制の素案作成に
たずさわる全ての委員会、研究会に完全な
かたちで参加することを認めること、さらに、
日弁連がそのような規則および規制の素案
をパブリック・コメントに付するために、最終
決定がなされる代議員会および（あるいは）
総会に相当期間先立って公表することを担
保する。

米国は、日本が2003年夏に”外国弁護士に
よる法律事務の取扱に関する特別措置法
(外弁法)”を改正し、外国弁護士と日本弁護
士による提携の自由に関する規制を実質的
に取除いたことを高く評価する。この事は、
遠大な影響をもたらし、また、日本の消費者
が国際的法務サービスを効率的かつ適時に
利用することを可能ならしめるために、ぜひ
とも必要とされるものである。しかし、この法
改正は、可及的速やかに、かつ、改正法の
自由化に向けた目的を損なうことなく実施さ
れるべきである。従って、米国は日本に対し
て、左記の措置を講じることを提案する。

司法制度改革
推進本部
法務省

5071 5071088 米国 11 外弁に関する資格基準の最小化

日本に対して長期的な関心を有し、外国法
事務弁護士資格を取得しようとする外国弁
護士を励ますために、外国弁護士が日本に
おいて原資格国法に関する業務をおこなっ
た全ての期間を、外国法事務弁護士資格の
3年間の職務経験要件に算入することを認
めることを要請する。

法務省
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500015
外国法事務弁護士の資格取
得に係る職務経験要件の見
直し

外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第１０条

外国弁護士となる資格を有する者が日本に
おいて，その資格取得国の法に関する知識
に基づいて行った労務の提供は，通算して１
年を限度として資格取得国において外国弁
護士として行った職務の経験とみなす。

ｃ Ⅰ

我が国の弁護士又は外弁に雇用されて資格
取得国の法に関する知識に基づいて労務を
提供している外弁となる資格の保有者は、
法律事務を行うものではないものの、その労
務提供の内容は米国等における若い弁護
士の仕事の内容と共通する部分が多く、実
務経験として完全に満足し得るものではない
とはいえ、我が国の弁護士又は外弁の適正
な監督を受けていることから、例外として特
に１年を限度になお算入できるものとした。
　かように日本における労務提供期間の算
入は、あくまで例外であり、実務経験と同視
することはできないものである以上、算入限
度を規制することには、なお合理性があるも
のと考える。
　そして，現在の規制の下でも内外の要請に
十分に応えることができるものと考えられる
ことから、当面、更なる職務経験要件の緩和
は考えていない。

職務経験要件への算入限度について、全面
的な撤廃はできないとしても、１年間という限
度を一定の場合に緩和することは本当にで
きないのか、相互主義の観点等も含め、再
度検討されたい。なお、その際は、現状にお
いては内外の要請に充分応えるものとなっ
ていないからこそ、要望が出されていること
を充分に認識されたい。

ｃ Ⅰ

現行の外弁法は，職務経験要件として顧客
への直接的な法律サービスの提供を前提と
しており，我が国における外国弁護士として
の活動には，顧客への直接的な法律サービ
スの提供が含まれないことから，現段階にお
いて，算入制限には合理性があると考えて
いる。
　しかし，今後も国際的動向の状況等にも配
意していく必要があるとは考えている。

5073006 オーストラリア 11

z0500016
裁判官への職責義務の拡
大、裁判所の責務明確化・事
務の規正

（裁判官）
憲法
裁判所法
（裁判所職員）
裁判所職員臨時措置法
国家公務員法
国家公務員倫理法
国家公務員倫理規程
裁判所職員倫理規則

（裁判官）
憲法等による身分保障あり
（裁判所職員）
国家公務員法に基づく守秘義務が課されて
いる。
国家公務員倫理法に基づく贈与等報告書な
どの報告義務が課されている。国家公務員
倫理規程が定める利害関係者（例えば事件
当事者等）からの贈与，供応接待等の行為
が禁止されている。

ｄ 既存の法令により対応 5142003 個人 11

z0500017
第三国法の助言に関する外
国人弁護士に対する規制の
見直し

外国弁護士による法律事務
の取扱いに関する特別措置
法第５条の２

外国法事務弁護士が，第三国法に関する法
律事務を行うに当たっては，書面による助言
を受けることを条件としている。

ｃ Ⅰ

我が国において，資格取得国の法に関する
法律事務という限られた範囲でしか業務を
行うことができない外国法事務弁護士が，第
三国に関する法律事務を行うに当たっては，
依頼者保護の観点から，書面による助言を
受けることは必要であると考えており，元々
我が国国内において取り扱える法律事務の
範囲に制限のない日本弁護士の場合と違い
があるのは，やむを得ないことである。

依頼者保護の観点から言えば、日本弁護士
についても本来は同様に書面での助言が必
要とされていなければならないといえ、ご説
明は合理性を欠くのではないか。助言を書
面以外のものでも足りることにする等も含め
て、本件規制の見直しについて再度検討さ
れたい。

ｃ Ⅰ

我が国の弁護士は，制度的には，あらゆる
法律を取り扱うことができるのに対し，外弁
については，原則として，原資格国法のみの
取扱いが許容されている。我が国の弁護士
については，司法試験によって法的能力が
確認されており，あえて書面による助言を要
求せずとも，適切に第三国法の知見を得て
依頼者への法的サービスを提供することが
期待できる一方，外弁が，原資格国法以外
の第三国に関する法を書面での助言なくし
て取り扱うことを許容すれば，外弁が法を潜
脱して知見なくあらゆる国の法律の取扱いを
行うおそれもあり，そもそも原資格国法につ
いての知識を提供させる制度である外弁制
度の趣旨が失われかねないことから，現段
階では，書面での助言を要求することには
合理性があると考えている。

5073005 オーストラリア 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500015
外国法事務弁護士の資格取
得に係る職務経験要件の見
直し

z0500016
裁判官への職責義務の拡
大、裁判所の責務明確化・事
務の規正

z0500017
第三国法の助言に関する外
国人弁護士に対する規制の
見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5073 5073006 オーストラリア 11
外国法事務弁護士の資格取
得に係る職務経験要件の見
直し

①日本は、外国人弁護士が、自国で法律事
務を限りなく行える資格を取得するために得
た職務経験を、日本でその当該原資格の法
律に関する事務を行う目的で登録するため
に、充分であるとして認めるべきである。
②日本で外国の法律に関する事務を行うた
めに登録の申請をする場合、その外国の弁
護士の監督の下で、日本で得た全ての職務
経験を認めるべきである。

日本は、外国法事務弁護士として自国の法
律に関する法律サービスを行うために登録
しようとする外国人弁護士に対して、最低3
年間の職務経験があることを要求している。
しかしながら、自国の法律に関して日本で助
言を行うのに、外国の当局がその国の法律
に関する助言を行うのに要求するよりも厳し
い要件を、日本政府が課すことには基本的
に正当性がない。例えば、オーストラリアで
制限なく法律事務を行える資格者は、経験
に関して、日本の別の、追加的要件を満たさ
なくても、日本でオーストラリア法に関する助
言が行えるべきである。オーストラリアは、こ
の要件が外国人の弁護士に充分な能力が
あることを確認するためであることは認識し
ているが、この能力もまた、受け入れ国では
なく、外国人弁護士の自国の正当な当局が
最も良く判断できる。日本の弁護士は、この
ような職務要件に煩わされることなく、オース
トラリアで日本の法律に関して助言すること
ができる。
日本がこうした不必要な追加的な職務経験
の要件を廃止しないのであれば、日本は、
少なくとも外国法事務弁護士となることを希
望する外国弁護士が、当該原資格国の弁護
士の監督下でどこの国で働こうとも、そのよ
うな監督の下で働いて得た期間を認めるべ
きではないだろうか。3年間の職務経験要件
に関して、外国法事務弁護士の資格を得よ
うとする日本にいる人達に、外国の弁護士
の監督下で働いて得た全ての職務経験を、
たとえその全てが日本で得られたものであっ
ても、日本の当局は認めるべきである。

法務省

5142 5142003 個人 11
裁判官への職責義務の拡
大、裁判所の責務明確化・事
務の規正

裁判官の職権に対する更新制度の設置を
要望する。また、裁判所職員の部外人との
内通を防止するため、裁判所職員等に対す
る指導と監督制度の設置を要望する。

裁判官の資質向上のため、淘汰・罷免を厳
に慎むこと、裁判所職員の事件への不正介
入・部外者との内通を防止することは当然の
世論である。

法務省

5073 5073005 オーストラリア 11
第三国法の助言に関する外
国人弁護士に対する規制の
見直し

登録された外国法事務弁護士が、第三国の
法律に関しては日本の弁護士と同じ基準で
助言することを認め、第三国で許認可を行う
機関や専門あるいは規制機関が、能力を判
断するのに適切な機関であること認めるべ
きである。オーストラリアは、この問題が司法
制度改革の議題として取り上げられることを
希望する。

日本では、登録された外国法事務弁護士
は、その第三国の外国人弁護士からの書面
による助言によってのみ、第三国の法律に
関する助言を行うことが認められている。反
対に、日本の弁護士は、外国の法律につい
ての資格の有無に関わらず、すべての国の
法律に関する助言が許されている。外国法
事務弁護士は、法律の資格を取得した国の
法律についてのみ助言することが可能に
なっている。しかし、双方とも第三国の法律
に関して資格が無いような場合でも、日本の
弁護士が第三国法の法律事務に関して規制
の対象にならないのに、なぜ外国人の弁護
士だけが規制を受けなければならないのか
が明らかでない。オーストラリアは、日本で
の法律学習の課程にアメリカやイギリスの法
律の要素が含まれていることは理解してい
るが、その何れもが必修ではないと理解して
いる。オーストラリアの法律学習課程につい
ても同様のことが云える。オーストラリアは、
第三国法の助言に関する外国法事務弁護
士の条件は、日本人弁護士に対する条件と
同一にされるべきであると考える。更に、第
三国で許認可を行ったり、専門的な、あるい
は規制を行っている機関が、その国の法律
についての能力や経験を判断するのに適し
た機関であることを認識すべきである。

法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 12 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500018 知的財産の侵害に対する執行制度の強化 － － － Ⅰ

法務省は，民事基本法を所管する立場か
ら，文化審議会著作権分科会における検討
等知的財産権の侵害に対する損害賠償制
度に関する所管府省による検討に協力を行
う。

5071017 米国 11

z0500019 先取特権の改正 民法第３０６条，第３２９条

先取特権に関する民法の規定によれば，労
働債権（使用人の給料等）には一般先取特
権が与えられている（民法３０６条）。また，売
掛債権のうち，動産の売買を原因とする債
権については，動産先取特権が与えられて
いる（民法３２２条）。そのほかの売掛債権や
貸金債権は，先取特権によって優先弁済を
受けうる債権とはされていない。

ｃ Ⅰ

民法上，労働債権及び売買代金債権たる売
掛債権については現に先取特権による優先
弁済権が与えられており，その保護で十分
であると考えられる。他方，売買代金債権以
外の売掛債権や貸金債権については，取引
関係から生じるごく一般的な債権であること
から，優先弁済権を与えないこととされたの
であって，現行制度には合理性がある。仮に
これらの債権にまで先取特権を与えるなら
ば，取引関係から生じるほとんどすべての債
権が先取特権を有することになってしまい，
優先弁済権として実際上の意味を持たない
し，その他の一般債権者を害することとなる
おそれがある。

回答では、現行制度には合理性があると判
断することを根拠に、対応不可とされている
が、
①要望は、失業問題における従業員の不安
軽減・中小企業の連鎖倒産防止・金融機関
の無担保融資の促進の観点から、労働債権
及び売掛債権、貸金債権を租税債権に優先
させることを求めるものであり、この点につい
ての具体的な対応策を改めて検討され、示
されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

c Ⅰ

労働債権，売掛債権及び貸金債権を租税債
権に優先させる措置の採否については，国
税徴収法上の国税優先の原則等（国税徴収
法第８条等）を改めるか否かという問題であ
るため，民事基本法を所管する法務省にお
いて対応できる問題ではない。

5083002
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0500020 敗者復活制度の拡充 人権擁護委員法６条　12条

人権擁護委員は，市町村（特別区を含む）の
区域において，無償で人権擁護活動を行う
任務を持った人たちです。この制度は，地域
住民の中から，人格識見の優れた人を選
び，その協力を得て国民の日常生活に接し
つつ，人権尊重思想の普及高揚を図るとと
もに，人権侵害が起きないように監視し，人
権を擁護していくという考えから設けられた
ものです。

ｄ

人権擁護委員の選任については，まず，市
町村長が，市町村議会の議員の選挙権を有
する住民の中で，人格識見が高く，広く社会
の実情に通じ，人権擁護に理解のある者か
ら，候補者を選任し，市町村議会の意見を聴
いた上で，法務大臣に推薦します。そして，
法務大臣がこれら候補者について，当該市
町村の所在する都道府県内の弁護士会，都
道府県人権擁護委員連合会の意見を聴い
た上で，人権擁護委員としてふさわしいかど
うか判断し，委嘱しています。このように厳格
公平な手続を経て，法務大臣から委嘱され
た者が人権擁護委員としての職務を行うこと
になりますが，その職務を行うに当たって
は，関係者の身上等に関する秘密を守り，
人種，信条，性別，社会的身分，門地又は
政治的意見若しくは政治的所属関係によっ
て，差別的又は優先的な取扱いをしてはな
らず，不偏不党，中立公正な立場に立たな
ければなりません。これらがいずれも人権擁
護委員法に規定され，人権擁護委員におい
ては，人一倍の人権感覚を身に付け，人権
侵害があればこれに対し鋭い感覚を働か
せ，不法な権力行使や暴力に真っ向から対
決する勇気と，国民の基本的人権を否定す
る考え方を一掃する強い信念を持ち，地域
に密着し，それぞれの専門性と知識を生か
し，人権問題の解決に努めているところで
す。

回答では、人権擁護委員の選任について
は、厳格公平な手続を経ており、かつ委嘱さ
れた委員は人権擁護委員法の規定に従って
職務を遂行するとされており、現行制度下で
対応可能とされているが、
①要望は、地域住民から選任されると過去
の秘密が知られる等の理由から相談しにく
いため、地域住民以外の人を選任する制度
の実現を求めるものであり、この点について
の具体的な対応策を改めて示されたい。
②上記①を踏まえ、新たな対応策が必要で
ある場合は実施時期について、その時期と
なる理由も含め具体的に示されたい。

ｄ Ⅰ

　人権擁護委員は，地域住民の日常生活に
接しつつ広く人権尊重思想を普及する機関
として，人権啓発活動を行うほか，人権相談
に従事し，人権侵害の早期発見に努め，人
権救済におけるアンテナ機能を担うことなど
により，地域社会のニーズを把握し，これを
国の人権擁護のための施策にフィードバック
しています。こうした地域社会に根ざした活
動を行う人権擁護委員の性格に照らせば，
人格識見が高く，広く社会の実情に通じ，人
権擁護について理解のある者をその市町村
の中から人権擁護委員として選任し配置す
ることは妥当であると考えています。確か
に，顔見知りの人権擁護委員に相談するこ
とは抵抗があるというのも否定しませんが，
人権擁護委員が行う人権相談は法律上も秘
密厳守とされていますので，相談内容が他
に漏えいすることはありません。なお，人権
擁護委員のほかに法務局職員も相談に応じ
ています。

5123003 社会福祉法人鞍手会 11

z0500021
一定の民間事業者が行うタイ
ムスタンプへの確定日付とし
ての効力の付与

民法施行法第５条

確定日付ある証書として，公正証書，官庁又
は公署においてある事項を記入し日付を記
載した私署証書等が規定されているほか，
指定公証人が電磁的記録に記録された情
報に日付情報を付した場合における当該情
報も確定日付ある証書とみなされている（民
法施行法第５条）。

ｃ Ⅰ

指名債権譲渡の対抗要件としての債務者に
対する通知・承諾は，確定日付ある証書を
もってしなければ，債務者以外の第三者に
対抗することができないとされ（民法第４６７
条第２項），債権が二重に譲渡された場合，
譲受人相互間の優劣は，確定日付ある証書
による通知・承諾の先後関係によって決せら
れる。このように確定日付には，当事者の権
利の得喪に直接関わるという法律上の効力
が認められている。財産が二重に譲渡され
た場合の譲受人相互間の優劣を決する第三
者対抗要件としては，このほかに，不動産や
自動車等に関する登記・登録制度がある
が，いずれも国によって運営されている。こ
れは，第三者対抗要件が国民の権利の得
喪に直接関わるものであり，高度の信用性，
制度としての永続性の確保が強く要請され
ることによる。したがって，民間事業者が行う
タイムスタンプへの確定日付の効力を付与
することは，法制上困難である。

回答では、第三者対抗要件が国民の権利の
得喪に直接関わるものであり，高度の信用
性，制度としての永続性の確保が強く要請さ
れることを根拠に対応不可とされているが、
①要望内容は、一定の条件を満たした、また
は、認定を受けた民間事業者が行うタイムス
タンプへの確定日付の効力を付与すること
を要望しているものであり、この点について
のどうすれば実現可能かの観点から具体的
な対応策を検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ｃ Ⅰ

前回回答のとおり，確定日付には，国民の
権利の得喪に直接関わるという法律上の効
力が認められていることから，民間による確
定日付付与を認めることは，法制上困難で
ある。

5143045
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 13 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500018 知的財産の侵害に対する執行制度の強化

z0500019 先取特権の改正

z0500020 敗者復活制度の拡充

z0500021
一定の民間事業者が行うタイ
ムスタンプへの確定日付とし
ての効力の付与

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5071 5071017 米国 11 知的財産の侵害に対する執行制度の強化

侵害行為に対する抑止力となり、侵害により
被った損失に対し権利保有者が公平に保証
されることを確保し、また実際の損害額を計
算するという、費用がかかり、かつ困難な負
担から司法関係者を開放するような法定損
害賠償制度を採択し、知的財産の侵害に対
する執行制度を強化する。

日本は日本経済を活性化するためにＩＴとと
もに知的財産権の経済的重要性を認識して
おり、知的財産推進計画を通じて知的財産
権の創造、活用、保護において指導的立場
に立とうと努力している。これらの目標およ
び知的財産推進計画に沿って、米国は日本
が左記の措置をとることを提言する

法務省
文部科学省
農林水産省
経済産業省

5083 5083002
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 先取特権の改正

一般の先取特権順位は租税債権が最上位
であるが、従業員への未払い賃金、退職給
与等の労働債権、及び取引先や金融機関
等の売掛債権や貸金債権を優先して弁済を
受けられるように改正する。

失業問題における従業員の不安軽減及び
中小企業の連鎖倒産防止、金融機関の無
担保融資の促進

民法等 法務省
財務省

5123 5123003 社会福祉法人鞍手会 11
敗者復活制度の拡充で人権
問題（あらゆる差別）を解決す
る

過去の人生で犯罪者や破産者であった人
は、受勲が難しい。
人権問題の相談責任者や教育委員会の委
員長に、その地域の人が就任することで過
去の秘密を知られ相談がしにくい。

人権問題を解決する期間に従事する人は内
閣府等で任命された、公平に判断できる人
で構成する。地縁者、血縁者の多いローカ
ル地区においては、地元の人を任命しない。
判断が情に陥り易い。
行政や会社で公平に判断できる知識・教養
のある他地域で実績があった人を任命す
る。

人権問題や教育問題を解決する人選は、特
定の宗教や地元で一緒に生活している人に
は出来にくい。日本には「世間」というもたれ
合い構造風土がある。
自分だけが良ければと思っている人間の本
能を理性で抑え、小さな不法行為をも逃さな
い手法で、ニューヨークの犯罪を減少させた
前市長の考えを取り入れる。

憲法13条、民法709条（不法
行為） 法務省

文化、経済、科学、スポーツ、教育等で活躍
した人や高額納税者の人を表彰し、生涯年
金をプラスで保証する→1万人に一人の割
合で表彰し、頑張った人を誰でも表彰して活
力ある日本にする。

添付資料　第三号　3-6

第七号　「構造改革活動レポート」
第八号　「社会福祉法人鞍手会理事評議委
員会　議事録内容」　参照

5143 5143045
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11
一定の民間事業者が行うタイ
ムスタンプへの確定日付とし
ての効力の付与

電子署名法上の認定を受けた認証事業者
等一定水準以上の技術的信頼性を有する
民間業者がタイムスタンプを付した電子デー
タについて、電子公証制度における電子確
定日付と同様に確定日付ある証書とみなす
こととする。

指定公証人が日付情報を付した電子データ
は確定日付ある証書とみなされるため同様
の対応を願いたい。

民法施行法第５条 法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 14 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500022 事業向け融資における個人保証の禁止 民法第４４６条～第４６５条 事業向け融資における個人保証を制限するような民事上の措置は存在しない。 ｂ Ⅰ

事業向け融資における個人保証の全面的
禁止は、事業資金の円滑な調達を阻害する
おそれがあるため措置困難であるが、根保
証については、保証人が過大な責任を負う
こととなる場合があるなどの問題点が指摘さ
れていることを踏まえ、関係省庁とともに、融
資の際の個人保証の在り方について、法的
措置の要否を含めた検討を行い、平成16年
度中に結論を得る。

回答では、個人保証の在り方について、平
成16年度中に結論とされているが、
①倒産件数の急増に伴う保証人の破産等
の問題が深刻化している昨今の状況におい
ては、早急な対応が必須であり、平成16年
度までに措置されることの可否について改
めて検討されたい。

b Ⅰ

個人保証（特に根保証）の適正化を図るため
の法的措置の内容等について審議するた
め、法制審議会への諮問を行い、平成１６年
度中に結論を得て必要な措置を講ずる予定
である。

5083001
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0500023 差押禁止財産の範囲の見直し

民事執行法第１３１条，第１５
２条第１項及び第２項
民事執行法施行令第１条，第
２条

債務者等の生活に必要な動産，債権の差押
えを禁止している。 ａ Ⅰ，Ⅱ

差押禁止金銭の範囲について，債務者等の
標準的な世帯の「１月間」の必要生計費を勘
案して政令で定める額（民事執行法第１３１
条第３号）としていたものを，本年度の通常
国会で成立した「担保物権及び民事執行制
度の一部を改正する法律」により「２月間」に
拡大し，同法を平成１６年４月１日に施行す
る予定である。そして，その施行に伴い，差
押禁止金銭及び差押禁止債権に関する「政
令で定める額」（民事執行法施行令第１条及
び第２条）についても，標準的な世帯の必要
生計費の推移等を踏まえて見直しを行う予
定である。

回答では、差押禁止金銭及び差押禁止債権
に関する「政令で定める額」（民事執行法施
行令第１条及び第２条）についても，標準的
な世帯の必要生計費の推移等を踏まえて見
直しを行う予定であるとされているが、実施
時期が明確でない。
①実施時期について具体的に示されたい。
②また、見直しにあたっては、ベンチャー創
業促進の観点から、最低生活ができる基礎
となる個人住宅等の財産の保全を考慮され
たい。

ａ Ⅰ，Ⅱ

差押禁止金銭の範囲について，債務者等の
標準的な世帯の「１月間」の必要生計費を勘
案して政令で定める額（民事執行法第１３１
条第３号）としていたものを，本年度の通常
国会で成立した「担保物権及び民事執行制
度の一部を改正する法律」により「２月間」に
拡大し，同法を平成１６年４月１日に施行す
る予定である。そして，その施行に伴い，平
成１５年度中に，差押禁止金銭及び差押禁
止債権に関する「政令で定める額」（民事執
行法施行令第１条及び第２条）についても，
標準的な世帯の必要生計費の推移等を踏
まえて見直しを行う予定である。これ以上
に，債務者の住宅等の差押えを禁じるものと
することは，債権者が債務者から弁済を受
けることができる金額が減少することにな
り，債権者の権利実現に重大な影響がある
ことや，物的担保のない者に対する金融機
関の融資を収縮させるおそれもあること等の
理由から，なお慎重な検討が必要である。

5083003
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0500024 船舶登記制度と船舶登録制度の一元化
船舶法
船舶登記規則

　船舶法第１条の要件を満たす日本船舶の
所有者は、船舶に関する権利変動を公示
し、取引の安全を図るという私法上の目的を
持つ船舶登記、及び船舶の国籍を証明し、
行政上の取締り及び管理に資するという公
法上の目的を持つ船舶の登録を行う。
船舶所有者は、商法第６８６条及び船舶法
第５条及び附則第３４条の規定により登記所
に船舶登記を為し、船舶法第５条の規定に
より国土交通省地方運輸局等船舶登録事
務取扱官署（以下「管海官庁」という。）の船
舶原簿に登録し、船舶国籍証書の交付を受
ける。
船舶国籍証書は、船舶法第６条の国旗掲揚
又は船舶の航行開始要件であるとともに、
所有者の記載は商法第６８７条により船舶所
有権について第三者に対抗することとなる。

ａ Ⅱ

  現在、国民の負担を出来る限り軽減するた
めの制度として、船舶登録事項と一致してい
る船舶登記の表題部に関する事項について
管海官庁に変更登録の申請があった場合
に、管海官庁から登記所へ変更登記の嘱託
（嘱託制度）の創設を検討している。

①管海官庁から登記所へ変更登記の嘱託
（嘱託制度）の創設についての実施時期を明
確化されたい。
②要望は変更登記（登録）についてのみなら
ず、船舶の登記及び登録の一元化を求めて
おり、この点についての措置の可否を検討
し、示されたい。
③上記②を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ａ Ⅱ・Ⅲ

　船舶登記規則（明治３２年勅令第２７０号）
及び船舶法施行細則（明治３２年逓信省令
第２４号）を改正し，平成１６年４月１日から，
船舶登録事項と一致している船舶登記の表
題部に関する事項について，管海官庁から
登記所へ変更登記の嘱託を行う制度の運用
を開始する予定。なお、その他の手続きにつ
いては、私法上の権利関係を公示する制度
である登記と船舶の個別的な識別と日本国
の国籍を公示する登録の制度と差異があ
り、一元化は困難であるが、申請者の負担
を軽減する観点から引き続き検討する。

5035008 社団法人日本船主協会 11

z0500024 船舶登記制度と船舶登録制度の一元化
船舶法
船舶登記規則

　船舶法第１条の要件を満たす日本船舶の
所有者は、船舶に関する権利変動を公示
し、取引の安全を図るという私法上の目的を
持つ船舶登記、及び船舶の国籍を証明し、
行政上の取締り及び管理に資するという公
法上の目的を持つ船舶の登録を行う。
船舶所有者は、商法第６８６条及び船舶法
第５条及び附則第３４条の規定により登記所
に船舶登記を為し、船舶法第５条の規定に
より国土交通省地方運輸局等船舶登録事
務取扱官署（以下「管海官庁」という。）の船
舶原簿に登録し、船舶国籍証書の交付を受
ける。
船舶国籍証書は、船舶法第６条の国旗掲揚
又は船舶の航行開始要件であるとともに、
所有者の記載は商法第６８７条により船舶所
有権について第三者に対抗することとなる。

ａ Ⅱ

  現在、国民の負担を出来る限り軽減するた
めの制度として、船舶登録事項と一致してい
る船舶登記の表題部に関する事項について
管海官庁に変更登録の申請があった場合
に、管海官庁から登記所へ変更登記の嘱託
（嘱託制度）の創設を検討している。

①管海官庁から登記所へ変更登記の嘱託
（嘱託制度）の創設についての実施時期を明
確化されたい。
②要望は変更登記（登録）についてのみなら
ず、船舶の登記及び登録の一元化を求めて
おり、この点についての措置の可否を検討
し、示されたい。
③上記②を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ａ Ⅱ・Ⅲ

　船舶登記規則（明治３２年勅令第２７０号）
及び船舶法施行細則（明治３２年逓信省令
第２４号）を改正し，平成１６年４月１日から，
船舶登録事項と一致している船舶登記の表
題部に関する事項について，管海官庁から
登記所へ変更登記の嘱託を行う制度の運用
を開始する予定。なお、その他の手続きにつ
いては、私法上の権利関係を公示する制度
である登記と船舶の個別的な識別と日本国
の国籍を公示する登録の制度と差異があ
り、一元化は困難であるが、申請者の負担
を軽減する観点から引き続き検討する。

5035009 社団法人日本船主協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 15 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500022 事業向け融資における個人保証の禁止

z0500023 差押禁止財産の範囲の見直し

z0500024 船舶登記制度と船舶登録制度の一元化

z0500024 船舶登記制度と船舶登録制度の一元化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5083 5083001
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 事業向け融資における個人保証の禁止
事業向け融資において個人に責任を負わせ
る保証制度自体を廃止する

新規開業の促進と一度事業に失敗した起業
家への再挑戦の道をつくるため。国際競争
力確保のため。

民法の保証規定に関する特
別法の制定 法務省 差押禁止財産の見直し　参照

5083 5083003
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 差押禁止財産の範囲の見直し
必要生活費の拡大
財産内容（持ち家、生命保険等）の拡大

アメリカ型ベンチャー政策に倣い、倒産ベン
チャー・中小企業の再チャレンジの道を確保
する。

民事執行法131条
民事執行法152条 法務省

「民事執行法は152条」差押禁止債権の条文
ですが、必要生活費の範囲の拡大に関連す
るためあわせて検討対象とすべきであると
考える。

5035 5035008 社団法人日本船主協会 11 日本籍船の登記・登録の一元化

わが国においては、船舶のみ登記・登録の
二元的制度のもとで煩雑な手続きが必要と
なっているので、登記・登録の一元化を図
り、速やかで合理的な登記・登録を可能にす
ること。

日本籍船の登記・登録は、二元的制度の下
で手続きが複雑になっている。船舶の登録
抹消時においては管海官庁から登記所への
嘱託により手続きが一元化されていること、
航空機においては航空機登録法による航空
機の登録と航空機抵当法による抵当権の登
録が航空機登録令のもとに一元化されてお
り、自動車においても同様の制度となってい
ることを踏まえ、船舶の登記・登録の一元化
を図り、速やかで合理的な登記・登録を可能
にすること。

船舶法、船舶登記規則 法務省
国土交通省

5035 5035009 社団法人日本船主協会 11 船舶原簿と船舶登記簿の変更手続きの一元化

わが国においては、船舶のみ登記・登録の
二元的制度のもとで煩雑な手続きが必要と
なっているので、登記・登録に共通する変更
事項についても、二度の手続が必要となる。
速やかに変更時の手続きの一元化を実現す
ること。

既に登録済の船舶において船舶原簿と船舶
登記簿に変更があった場合、両者共通の事
項については、「変更登録を行った管海官庁
から登記所への嘱託による変更登記の方法
等を採用することにより、実質的な一元化を
図る」方向で法務省・国土交通省間での協
議が進められているとのことだが、速やかに
変更時手続きの一元化を実現すること。

船舶法、船舶登記規則 法務省
国土交通省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 16 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500025
税理士資格付与条件の見直
し、及び税理士の紛争処理手
段への参入拡大

裁判所法 税務を専門に取り扱う裁判所については現
在設置されていない。 ｃ Ⅰ

税務を専門的に取り扱う裁判所について
は，憲法７６条２項が「特別裁判所は，これを
設置することはできない。」と規定しているこ
と等を踏まえ，その要否・あり方等を含め，
極めて慎重な検討を要する。

租税に関する諸規定が頻繁に改正され、そ
の内容が複雑かつ難解なものとなる中、より
専門的な紛争処理機関が必要であるとの観
点から、以下のような指摘があることを踏ま
え、諸外国における例も視野に入れつつ、税
務を専門に取扱う裁判所の設置について、
再度検討の上、見解を示されたい。

・ 現在、税務訴訟において、一般国民側が
勝訴することは、極めて困難な状況にある。
・ これは、非常に専門的な内容を有する税
務関係の法令・通達について熟知している
裁判官・裁判所職員等が非常に少ないとい
うことが大きな原因になっているのは否めな
い。
・ このような状況を変えいくためには、裁判
所内に税務に強い者を養成し、課税庁所属
の調査の排除等の措置を講じていく必要が
ある。
・ 「通常の裁判所の系列に属さない、特別の
案件のみを処理する裁判所」といった仕組
みではなく、現在、知的財産権に関する訴訟
について、専門能力を有する裁判官等によ
り、迅速・的確な事件処理を行う形で改革が
進められているのと同様に、通常の裁判所
の系列に属しつつ高度の専門性を有する部
署を設けていくことを目指すべきである。

ｃ Ⅰ

租税事件を含む行政事件が多く係属する庁
には，行政事件を専門的・集中的に取り扱う
部を設置しており，すでに専門的処理体制
の充実強化が図られている。しかも，全国に
係属する租税事件の大半（全国係属事件の
約７１パーセント）が，このような行政事件の
専門部と集中部で処理されている。このよう
な現状に照らすと，再検討要請で意図されて
いる点については，既に措置がとられている
ものと考えられる。

5150054
株式会社東京
リーガルマイン
ド

11

z0500026

電磁的方法（インターネット）
による信託業務に係る公告に
つき、「電子公告制度の導入
に関する要綱」における「調
査機関」の利用の容認

金融機関ノ信託業務ノ兼営等
ニ関スル法律第５条ノ３
同法律施行規則第１０条
貸付信託法第６条第１項，第
７条第１項

－ Ⅰ

要望事項で指摘されている，「証明機関」（平
成１５年９月１０日法制審議会答申の要綱で
は，「調査機関」に名称を変更）の設置を伴う
電子公告の導入に関する商法等の改正法
案は，次期通常国会に提出予定であるが，
指摘の信託銀行が行う約款変更等の公告
につき電磁的方法を許容するか否か，また
許容するとした場合に，改正法上の調査機
関を利用すべきものとするか否かは，当該
公告の根拠法令を所管する金融庁において
（後者の事項については，当該公告の制度
趣旨，公告をしなかった場合の効果等を考
慮し，当省とも協議の上）検討すべき事項で
あり，現段階において，法務省からコメントす
べきものではない。

5006011 社団法人信託協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 17 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500025
税理士資格付与条件の見直
し、及び税理士の紛争処理手
段への参入拡大

z0500026

電磁的方法（インターネット）
による信託業務に係る公告に
つき、「電子公告制度の導入
に関する要綱」における「調
査機関」の利用の容認

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5150 5150054
株式会社東京
リーガルマイン
ド

11 税理士制度改革

税理士資格の付与条件について、見直しを
求めます。

税理士の紛争処理手段への参入拡大を認
めることを求めます

税理士と公認会計士の業務内容の近接性
に鑑み、将来の統合を見据えて資格の付与
要件・試験科目の免除等を見直すことを求
めます。

税理士に、訴訟代理人となることを認めると
ともに、税務を専門に取り扱う裁判所の設置
を求めます。

税理士が、その能力を活かして、コンサル
ティングや地方自治体の外部監査について
より活躍の場を広げ、新規創業を支援すると
共に、地方自治の拡充を支援すべきと考え
ます。

税務上の紛争が多発する現状において、迅
速な紛争解決を図るべきと考えます

税理士法１条・２条・３条７条・
８条
地方自治法２５２条の２８第２
項・

財務省
金融庁
法務省

添付資料　１　はじめに～不動産鑑定士試
験改革の必要性　２　不動産鑑定士試験改
革の内容　３　規制改革対象法令

5006 5006011 社団法人信託協会 11

電磁的方法（インターネット）
による信託業務に係る公告に
つき、「電子公告制度の導入
に関する要綱」における「調
査機関」を利用して行えるよう
にすること。

・信託業務に係る公告を電磁的方法（イン
ターネット）を用いて行うことが可能となった
場合に、「電子公告制度の導入に関する要
綱」における「調査機関」を利用できるように
すること。

・委託者・受益者の公告内容認識の利便性
向上と併せて電磁的方法を用いて行う公告
に対する信頼性の確保。

・信託銀行が行う以下の公告については、現状、
電磁的方法（インターネット）による公告は認めら
れていない。
○定型的信託契約に係る約款変更時の公告
　　信託銀行が定型的信託契約に係る約款変更を
行うときは、内閣総理大臣の認可を受けた後に、
委託者または受益者に異議申立ての機会を与え
るため、所定の事項を日刊新聞紙に掲載して公告
を行わなければならない。
○貸付信託の契約締結時等の公告
　　信託銀行が、貸付信託に係る信託契約を締結
しようとするときは、所定の事項を日刊新聞紙に掲
載して公告を行わなければならない。また、貸付信
託に係る信託約款を変更しようとするときは、内閣
総理大臣の承認を受けた後に、受益者に異議申
立ての機会を与えるため、所定の事項を日刊新聞
紙に掲載して公告を行わなければならない。
　　なお、信託銀行は、内閣総理大臣の承認を受
けた信託約款において、一定の事項（受益証券の
券面種類、収益金の割合等）について公告を行う
こととしており、その方法は貸付信託法が規定す
る公告に準じて、日刊新聞紙に掲載して行うことと
している
・上記公告については、15年度に電磁的方法の利
用を可能とすることを検討し結論を得るとされてい
る（15.3.28規制改革推進３か年計画（再改定））と
ころ。
・上記公告については、電磁的方法の利用を可能
とすることが検討されているが、これが認められた
場合にも電子公告が適法に行われたかどうかの
証明は重要である。このため、現在検討中の商法
改正に係る「電子公告制度の導入に関する要綱」
における「調査機関」を利用することにつき、併せ
て検討することを要望するもの。

・兼営法（金融機関ノ信託業
務ノ兼営等ニ関スル法律）
・兼営法施行規則（金融機関
の信託業務の兼営等に関す
る法律施行規則）
・貸付信託法
・商法

金融庁
法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 18 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500027
要役地分筆登記に地役権者
の承諾書を添付した場合の
転写の取扱いの見直し

不動産登記法８３条、同１１４
条

要役地を分筆し、分筆後の１筆について要
役地地役権を存続させる必要がなくなった場
合は、承役地についてする地役権の変更
（要役地の変更）の登記がされた後に、職権
によりその要役地地役権を抹消することとし
ている。

ａ Ⅰ

　不動産登記法の全面改正（平成１６年通常
国会法案提出予定）に伴い、分筆の登記に
関する法令の規定を整備する。 5021105

社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0500028 定期借家制度の見直し

良質な賃貸住宅等の供給の
促進に関する特別措置法附
則第３条
借地借家法第３８条第２項・
第５項

①定期借家制度導入前にされた居住用建
物の普通借家契約については，当事者の合
意に基づく定期借家契約への切替えが，当
分の間，禁止されている。②定期借家契約
を締結する際には，賃貸人は，あらかじめ，
賃借人に対し，契約の更新がなく，期間の満
了により契約が終了する旨を記載した書面
を交付して説明しなければならず，この説明
をしなかった場合には契約の更新がないと
する特約は無効となる。③床面積が２００平
方メートル未満の居住用建物の定期借家契
約については，転勤，療養，親族の介護等
のやむを得ない事情により，建物を生活の
本拠として使用することが困難となった場合
には，賃借人に中途解約が認められており，
この中途解約権を排除する特約は無効とな
る。

ｂ Ⅰ

法務省としては，定期借家制度についての
本各要望に関して，国土交通省とも連携をと
りながら，定期借家制度実態調査を行うなど
して必要な検討を行っている段階であり，平
成１５年度中には結論を出す予定である。な
お，検討の結果，改善が必要であるとの結
論になった場合には，その事項について改
正を行うなどの具体的措置をできる限り速や
かに実施する予定ではあるが，具体的な実
施時期については，現時点では，未定であ
る。

5021110
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0500029 ファクタリング業務に係る規制の緩和

債権管理回収業に関する特
別措置法第２条第１項第１５
号
債権管理回収業に関する特
別措置法施行令第２条

債権管理回収会社が取り扱うことのできる
対象債権は一定の範囲に限定され，「特定
金銭債権」と定義されている。

ｂ Ⅰ

債権管理回収業の実情やニーズを把握する
ため，業界団体等からのヒアリング調査など
を今年度中に行い，その調査の結果を踏ま
えて，法改正を含めた検討をする。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい。 ｂ Ⅰ

債権管理回収業の実情やニーズを把握する
ため，業界団体等からのヒアリング調査など
を今年度中に実施したのちの，当該調査結
果の取りまとめ・整理，要望事項の内容検
討，関係機関との調整及び法令立案作業な
ど法律改正に必要とされる諸手続に係る時
間を勘案すると，検討スケジュール（結論時
期）について、具体的に示すことは困難。

5026020 都銀懇話会 11

z0500030 債権者異議申述期間の短縮

商法第１００条第１項，第３７
４条ノ４第１項，第３７４条ノ２
０第１項，第３７６条第１項，第
４１２条第１項，有限会社法第
４６条，第６３条第１項，第６３
条ノ６第１項，第６３条ノ９第１
項

株式会社,有限会社が合併，資本減少，準備
金減少，会社分割の決議を行った場合及び
合名・合資会社が合併の決議を行った場合
には，１月を下らない一定期間内に合併等
に対する異議を述べるべき旨を官報に公告
し，かつ，原則として会社に知れている債権
者には個別に催告しなければならないことと
されている。

ｃ Ⅰ

異議申述期間は，債権者が合併等の内容を
周知し，異議を述べるべきか否かを考慮す
る期間として重要なものであるから，その短
縮は極めて困難である。

回答では、期間の短縮は困難とされている
が、
①期間の短縮は企業の意思決定を迅速化
するメリットもあることから、現行の１月を下
らない期間が、異議申述の考慮期間として
妥当性があるのか否かについて、改めて検
討されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ｃ Ⅰ

前回回答したとおり、異議申述期間は，債権
者が合併等の内容を周知し，異議を述べる
べきか否かを考慮する期間として重要なも
のである。債権者による異議申述制度は、
会社と利害が対立する債権者の利益を保護
するための制度であるから、会社の意思決
定の迅速化という、会社側の利益のみを理
由に、債権者の考慮期間である異議申述期
間を短縮することはできない。

5077016 任意団体 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 19 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500027
要役地分筆登記に地役権者
の承諾書を添付した場合の
転写の取扱いの見直し

z0500028 定期借家制度の見直し

z0500029 ファクタリング業務に係る規制の緩和

z0500030 債権者異議申述期間の短縮

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021105
社団法人日本
経済団体連合
会

11
要役地分筆登記に地役権者
の承諾書を添付した場合の
転写の取扱い

　要役地地役権の登記のある土地の分筆登
記の申請書に要役地地役権者の権利消滅
の承諾書の添付があるときは、要役地地役
権の登記は転写しないよう不動産登記法に
特例措置を設けるべきである。

　現行の不動産登記法では、分筆先の土地
に要役地地役権を転写されないようにする
には、すべての承役地地権者と共同で地役
権変更登記を申請する必要があるが、実務
的に承役地地権者が多数にわたる場合、す
べての承役地地権者から同意を得るのは困
難である。地役権は、自己の土地（要役地）
の便益のために他人の土地（承役地）を使
用する権利であることから、地役権者が要役
地地役権を一部放棄しても、承役地の所有
権の登記名義人が不利益を被ることはあり
得ない。よって地役権者自らが分筆先の土
地について権利放棄する旨の承諾書を添付
した場合においては、分筆先の土地に要役
地地役権の登記を転写すべきではない。確
かに､登記官は当事者の意思表示なく地役
権の変更の登記に該当する措置をすること
はできない。しかし､承諾書の添付によって
要益地役権者の地役権の一部放棄の意思
が明らかである場合､登記を転写しないこと
につきことさら問題ないと考える。

不動産登記法83条､同114条 法務省

　行政の道路拡張事業、遊休地の有効活用
等に伴う譲渡要請を受けた場合、変電所等
の要役地地役権の登記のある土地を分筆
する際に、すべての承役地の所有権の登記
名義人と要役地地役権者と共同で、地役権
変更登記をしない限り、分筆先の土地に要
役地地役権の登記が転写されてしまう。

5021 5021110
社団法人日本
経済団体連合
会

11 定期借家制度の見直し【新規】

①定期借家制度導入前に締結された賃貸
住宅契約についても既存の賃貸借契約を合
意解約し､定期借家契約に変更できるように
すべきである。
②定期借家契約に際し､書面交付・説明の
義務を廃止すべきである。
③床面積200㎡未満の居住用建物の借家人
の中途解約権を見直すべきである。

①既存の借家契約を定期借家に切り替える
ことが出来ないことが制度普及のネックと
なっている。
②契約上定期借家である旨明記されていれ
ば十分であり､別途書面交付･説明をするこ
とは手続を煩雑にするだけである。
③借家人の一方的な中途解約権は法的安
定性を阻害し､定期借家制度普及のネックと
なっている。

良質な賃貸住宅等の供給の
促進に関する特別措置法附
則第3条
借地借家法38条２項､38条５
項

法務省

①定期借家制度導入前に締結された賃貸
住宅契約は､当分の間定期賃貸住宅契約へ
の切換が認められない（良質な賃貸住宅等
の供給の促進に関する特別措置法附則第３
条）。
②定期借家契約に際しては､契約の更新が
なく､期間の満了とともに契約が終了する旨
契約書とは別に書面を交付の上説明しなく
てはならない(借地借家法38条２項)。
③床面積200㎡未満の居住用建物の借家人
は、当該住居がやむ得ない事情により生活
の本拠とできなくなった場合､特約がなくても
中途解約できる(借地借家法38条５項)。

5026 5026020 都銀懇話会 11 ファクタリング業務に係る規制緩和

・債権管理回収業に関する特別措置法
（サービサー法）第2条に定める「特定金銭債
権」の15号関係（ファクタリング債権関係）
に、保証ファクタリング業務の保証履行債権
を加える

・ファクタリング業務は、銀行法第10条第2項
に定める付随業務の一つとして、都銀にお
いては関連ファクタリング会社を通じて提供
されており、近年においては、一括決済方式
などを通じて、喫緊の課題である中小企業
金融の円滑化にも貢献している
・ファクタリング会社が取扱う保証ファクタリン
グ業務の保証履行債権が特定金銭債権に
含まれれば、ファクタリング会社の保証サー
ビス業務が拡大し、更なる中小企業金融の
円滑化に資するとともに、中小企業の回収
業務の効率化（回収業務のアウトソーシン
グ）が一層促進される

債権管理回収業に関する特
別措置法第2条、同法施行令
第2条

法務省

5077 5077016 任意団体 11 債権者異議申述期間の短縮
債権者異議申述期間短縮のため、公告掲載
後「二週間を下ることを得ず」に改正すること
を希望する。

　株式会社決議事項に関し、次の事項の債
権者異議申述期間は、公告掲載後「一月を
下ることを得ず」と規定されている。（１）資本
減少（２）合弁（３）新設分割（４）吸収分割
（５）法定準備金減少①資本準備金減少②
利益準備金減少③資本準備金及び利益準
備金減少

　株式会社の意志決定が早くなり、株主、債
権者の利益に繋がる 商法 法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 20 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500031 子会社による親会社株式保有規制の撤廃 商法第２１１条の２ 子会社による親会社株式の取得は原則とし
て禁じられている。 ｂ Ⅰ

子会社による親会社株式の取得の規制の
在り方の見直しの要否等については，会社
法制の現代化に係る議論の一環として総合
的に検討されているところ，会社法制の現代
化については，「規制改革推進３か年計画
（再改定）」（平成１５年３月２８日閣議決定）
においても平成１７年を目途に法案提出予
定とされ，これに向けて法制審議会において
も検討が進められていることから，当該スケ
ジュールに従って検討を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、元来自己株式取得規
制の先達行為を防止するという本規定の趣
旨に鑑み、自己株式取得が認められた現在
においては、本規定の意義が失われている
ことから、早急に見直しを行うべきである。

b Ⅰ

再検討要請においては，「自己株取得が認
められた現在においては，本規定の意義が
失われている」と指摘されている。しかし，自
己株取得は，財源規制や手続規制という代
替措置のもとに認められたものであり，子会
社による親会社株式の取得については，そ
のような代替措置が技術的に困難であるた
めに原則的な禁止規制が維持されているも
のであって，規定の意義が失われたとはい
えない。なお，この点に関しては，規制の在
り方の見直しの要否等について，会社法制
の現代化に係る体系的な議論の一環として
総合的に検討を行ってまいりたい。

5111011 社団法人日本自動車工業会 11

z0500032 単元未満株主の共益権 商法第２２１条，第２４１条第
１項

単元未満株主にも一定の共益権が付与され
ている。 ｂ Ⅰ

単元未満株式の権利内容の在り方の見直し
の要否等については，端株制度との調整等
の観点から，会社法制の現代化に係る議論
の一環として総合的に検討されているとこ
ろ，会社法制の現代化については，「規制改
革推進３か年計画（再改定）」（平成１５年３
月２８日閣議決定）においても平成１７年を
目途に法案提出予定とされ，これに向けて
法制審議会においても検討が進められてい
ることから，当該スケジュールに従って検討
を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、単位株制度と単元株
制度との整合性等を踏まえ検討し、早急に
見直しを行うべきである。

b Ⅰ

単元未満株式の権利内容の在り方の見直し
の要否については，単元株制度と端株制度
との整合性等を踏まえ，会社法制の現代化
に係る体系的な議論の一環として総合的に
検討を行ってまいりたい。

5111009 社団法人日本自動車工業会 11

z0500033 未公開企業の株式発行手続きの簡素化
商法第２３２条，第２８２条の
３の２

新株発行には原則として通知・公告が必要
とされている。 ｂ Ⅰ

譲渡制限会社における新株発行手続の見
直しの要否等については，会社法制の現代
化に係る議論の一環として総合的に検討さ
れているところ，会社法制の現代化について
は，「規制改革推進３か年計画（再改定）」
（平成１５年３月２８日閣議決定）においても
平成１７年を目途に法案提出予定とされ，こ
れに向けて法制審議会においても検討が進
められていることから，当該スケジュールに
従って検討を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、譲渡制限会社におけ
る新株発行手続の簡素化は、機動的な新株
の発行による資金調達を可能とすることか
ら、早急に見直しを行うべきである。

b Ⅰ

譲渡制限会社における新株発行手続につい
ては，譲渡制限会社にふさわしい発行形態
の在り方との観点から，会社法制の現代化
に係る体系的な議論の一環として総合的に
検討を行ってまいりたい。

5116010 中間法人 11

z0500034
監査役制度採用会社におけ
る利益処分の取締役会権限
化

商法第２８３条第１項
株式会社の監査等に関する
商法の特例等に関する法律
第１６条第１項，第２１条の３
１第１項

委員会等設置会社以外の会社においては，
利益処分は株主総会において承認されるべ
きこととされている。

ｂ Ⅰ

利益処分の在り方等の見直しの要否等につ
いては，他の剰余金の分配制度との整合性
等の観点から，会社法制の現代化に係る議
論の一環として総合的に検討されているとこ
ろ，会社法制の現代化については，「規制改
革推進３か年計画（再改定）」（平成１５年３
月２８日閣議決定）においても平成１７年を
目途に法案提出予定とされ，これに向けて
法制審議会においても検討が進められてい
ることから，当該スケジュールに従って検討
を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、監査役制度採用会社
と委員会等設置会社における利益処分のあ
り方について整合性を踏まえて検討し、早急
に見直しを行うべきである。

b Ⅰ

利益処分の在り方等の見直しの要否につい
ては，委員会等設置会社とそれ以外の株式
会社との整合性等を踏まえ，会社法制の現
代化に係る体系的な議論の一環として総合
的に検討を行ってまいりたい。

5111010 社団法人日本自動車工業会 11

z0500035 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制の緩和
商法第２８９条第４項，第３７
６条第１項

株式会社の法定準備金の減少については，
官報公告及び知れている債権者に対する個
別催告が必要とされている。

ａ Ⅰ

平成１５年９月１０日に法制審議会から答申
された「電子公告制度の導入に関する要綱」
においては，株式会社の資本減少，準備金
減少について，官報公告に加えて，時事に
関する事項を掲載する日刊新聞紙による公
告又は電子公告がされた場合には，個別公
告を省略することができることとされており，
これに基づく商法等の改正法案が，次の国
会に提出される予定である。

5026023 都銀懇話会 11

z0500036
資本金超過法定準備金の取
崩しに係る債権者保護手続き
の簡素化

商法第２８９条第４項，第３７
６条第１項

株式会社の法定準備金の減少については，
官報公告及び知れている債権者に対する個
別催告が必要とされている。

ａ Ⅰ

平成１５年９月１０日に法制審議会から答申
された「電子公告制度の導入に関する要綱」
においては，株式会社の資本減少，準備金
減少について，官報公告に加えて，時事に
関する事項を掲載する日刊新聞紙による公
告又は電子公告がされた場合には，個別公
告を省略することができることとされており，
これに基づく商法等の改正法案が，次の国
会に提出される予定である。

5010007 社団法人第二地方銀行協会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500031 子会社による親会社株式保有規制の撤廃

z0500032 単元未満株主の共益権

z0500033 未公開企業の株式発行手続きの簡素化

z0500034
監査役制度採用会社におけ
る利益処分の取締役会権限
化

z0500035 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制の緩和

z0500036
資本金超過法定準備金の取
崩しに係る債権者保護手続き
の簡素化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5111 5111011 社団法人日本自動車工業会 11 子会社による親会社株式保有規制の撤廃 規制を撤廃すべき。

自己株式の取得については、平成１３年１０
月１日施行の改正商法により、一定の財源
規制の下で自由にできるものとされたが、
「子会社による親会社株式保有規制」につい
ては、見直しが行われていない。

子会社による親会社株式の取得は、自己株
式の取得と同一視でき、これを認めると自己
株式取得の手段として利用されるとの考え
方から禁止されていたものであり、従って、
自己株式の取得が原則自由とされた以上、
「子会社による親会社株式保有規制」が残っ
ているのは不合理である。

商法第２１１条ノ２ 法務省 ・本項目は、以前から要望しているが、引続
き検討いただきたく再要望する。

5111 5111009 社団法人日本自動車工業会 11 単元未満株主の共益権 従来（単位株制度）と同様に、単元未満株主
の共益権はないものとすべき。

平成13年6月の商法改正により単位株制度
が単元株制度に置き換えられたが、これに
伴い単元未満株主にも共益権が付与される
こととなった。

「単位株制度」の導入（昭和56年改正）時に、
単位未満株主については、端株主と同様に
共益権は付与されないものとされたが、これ
を置き換えたとする「単元株制度」において、
単元未満株主にも共益権があるように変更
しなければならない合理的な理由はない。

商法２２１条 法務省 ・本項目は、以前から要望しているが、引続
き検討いただきたく再要望する。

5116 5116010 中間法人 11 未公開企業の株式発行手続きの簡素化

未上場会社の株式の新規発行手続きを簡
素短縮化し、機動的な新株の発行による資
金調達を可能にしていただきたい。

未公開会社において、私募増資を行う場合
でも臨時株主総会召集通知を株主総会の2
週間以上前に発送する必要がある。また株
主総会で新株発行の決議を行った後、払込
日の2週間前までに新株発行の通知または
公告を行う必要がある。これをそれぞれ3日
程度に短縮していただきたい。

未公開企業の機動的な調達を可能にするた
め。また特定少数の株主しかいない未公開
企業において、2週間以上の周知期間は不
要と思われるため。

商法232,282-3-2,280-6 法務省

5111 5111010 社団法人日本自動車工業会 11
監査役制度採用会社におけ
る利益処分の取締役会権限
化

監査役制度採用会社も利益処分を取締役
会の権限とすべき。

委員会等設置会社においては、利益処分が
取締役会の権限となった。

ガバナンスについては、委員会等設置会社
より監査役制度採用会社の方が劣っている
との考え方により、委員会等設置会社のみ
利益処分を取締役会の権限としているの
は、不合理である。

商法第２８３条第１項、特例法
第１６条第１項 法務省

・本項目は、以前から要望しているが、引続
き検討いただきたく再要望する。

・重点要望項目

5026 5026023 都銀懇話会 11 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制緩和

・資本金超過法定準備金の取崩しに際し必
要となる債権者保護手続きにおいて、預金
者等への個別催告を不要とする

・資本金超過法定準備金の取崩しについて
は、現在、銀行法第18条第2項が準用する
商法の規定（第289条第2項、第376条）に基
づき、預金者等への催告が必要とされてい
るところであるが、こうした規定は、多数の預
金者を持つ銀行にとっては実務上の大きな
制約。その実効性を確保するためには、預
金者等への個別催告を不要とすることが不
可欠である

商法第289条第2項、第376
条、銀行法第18条第2項

法務省
金融庁

5010 5010007 社団法人第二地方銀行協会 11
資本金超過法定準備金の取
崩しに係る債権者保護手続き
の簡素化

法定準備金の減少に際しての債権者保護手
続について、預金者等への個別の催告を不
要とする措置を、現在進められている電子
公告制度導入に伴う商法の改正によるもの
を含め、検討していただきたい。

銀行の場合、債権者である多数の預金者に
個別に催告を出すことは非常に困難で、非
効率であり、法定準備金の取崩しを効果的
に実施することの妨げになっている。

商法第289条2項、商法第376
条1項 法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 22 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500037 法定準備金取崩しの際の債権者保護手続の簡素化
商法第２８９条第４項，第３７
６条第１項

株式会社の法定準備金の減少については，
官報公告及び知れている債権者に対する個
別催告が必要とされている。

ａ Ⅰ

平成１５年９月１０日に法制審議会から答申
された「電子公告制度の導入に関する要綱」
においては，株式会社の資本減少，準備金
減少について，官報公告に加えて，時事に
関する事項を掲載する日刊新聞紙による公
告又は電子公告がされた場合には，個別公
告を省略することができることとされており，
これに基づく商法等の改正法案が，次の国
会に提出される予定である。

5030018 社団法人全国地方銀行協会 11

z0500038 債務超過会社の会社分割の柔軟な対応 商法第３７４条の２
会社分割に際して，債務の履行の見込みが
あること及びその理由を記載した書面を備
置することとされている。

ｂ Ⅰ

会社の組織再編の在り方の見直しの要否等
については，会社法制の現代化に係る議論
の一環として総合的に検討されているとこ
ろ，会社法制の現代化については，「規制改
革推進３か年計画（再改定）」（平成１５年３
月２８日閣議決定）においても平成１７年を
目途に法案提出予定とされ，これに向けて
法制審議会においても検討が進められてい
ることから，当該スケジュールに従って検討
を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、債務超過会社の会社
分割においては、履行可能性および分割会
社の債権者の了承でも分割可能することの
可能性を検討し、早急に見直しを行うべきで
ある。

b Ⅰ

債務超過会社を含む会社の組織再編の在り
方の見直しの要否については，債権者保護
の観点も踏まえつつ，会社法制の現代化に
係る体系的な議論の一環として総合的に検
討を行ってまいりたい。

5116012 中間法人 11

z0500039 非公開会社向け特別法の制定

商法
株式会社の監査等に関する
商法の特例等に関する法律

株式会社については非公開会社を対象とす
る特別法は存在しない。 ｂ Ⅰ

非公開会社に対する法規制の在り方の見直
しの要否等については，会社法制の現代化
に係る議論の一環として総合的に検討され
ているところ，会社法制の現代化について
は，「規制改革推進３か年計画（再改定）」
（平成１５年３月２８日閣議決定）においても
平成１７年を目途に法案提出予定とされ，こ
れに向けて法制審議会においても検討が進
められていることから，当該スケジュールに
従って検討を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、非公開会社において
は公開会社に対する監査基準との整合性を
踏まえ検討し、早急に見直しを行うべきであ
る。

b Ⅰ

非公開会社というべき譲渡制限会社につい
ての法規制の在り方については，非譲渡制
限会社とは異なる譲渡制限会社の特性を踏
まえ，会社法制の現代化に係る体系的な議
論の一環として総合的に検討を行ってまいり
たい。

5077017 任意団体 11

z0500040 近代的な合併手法の採用
商法第４０８条第１項，第４０
８条の２第１項第２号，第４０
９条第２号，第４１０条第２号

合併の対価は基本的に新設会社又は存続
会社の株式とされている。また，いわゆる
ショート・フォーム・マージャーは認められて
いない。

ｂ Ⅰ

会社の組織再編の在り方の見直しの要否等
については，会社法制の現代化に係る議論
の一環として総合的に検討されているとこ
ろ，会社法制の現代化については，「規制改
革推進３か年計画（再改定）」（平成１５年３
月２８日閣議決定）においても平成１７年を
目途に法案提出予定とされ，これに向けて
法制審議会においても検討が進められてい
ることから，当該スケジュールに従って検討
を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、合併手法の多様性確
保の観点から、早急に見直しを行うべきであ
る。

b Ⅰ

会社の組織再編の在り方の見直しの要否等
については，合併手法の多様性確保の観点
に留意しつつ，会社法制の現代化に係る体
系的な議論の一環として総合的に検討を
行ってまいりたい。

5071090 米国 11

z0500041 有限責任組合制度の整備 民法第６６７条～第６８８条

民法上、組合員の責任は、分割無限責任と
されている（第６７５条）が、同法は、典型契
約としての組合について規定しているにすぎ
ず、強行法規ではないことから、無限責任組
合員と有限責任組合員によって構成される
組合を作ることについて、現行法上、何らの
規制も存しない。

ｃ －

事業組織形態に係る私法上の規制の在り方
については、会社法制の現代化に係る議論
の一環として総合的に検討されているところ
である。このような会社法制に係る議論とは
別に、民法上の組合として、無限責任組合
員と有限責任組合員とによって構成されるも
のを創設すること及びそれについて公示制
度を設けることの必要性・合理性等について
は、慎重な検討を要するものと考える。

回答では、民法上の組合として、無限責任
組合員と有限責任組合員とによって構成さ
れるものを創設すること及びそれについて公
示制度を設けることの必要性・合理性等に
ついては、慎重な検討を要するものと考える
とされているが、
①要望は、投資は、色々な規模、対象物が
あって、投資の組成はそれに見合った法的
構成を選択できることが望ましいとの観点か
ら、投資事業範囲の制限撤廃を求めるもの
であり、この点についての具体的な対応策を
改めて検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ｃ －

既に回答したとおり、事業組織形態に係る私
法上の規制の在り方については、会社法制
の現代化に係る議論の一環として総合的に
検討されているところである。また、中小企
業等投資事業有限責任組合契約に関する
法律における投資対象の制限につき、同法
を所管する経済産業省において、規制改革
要望も踏まえて必要かつ合理的な見直しを
することについては、特段の意見はない。

5085015 オリックス株式会社 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500037 法定準備金取崩しの際の債権者保護手続の簡素化

z0500038 債務超過会社の会社分割の柔軟な対応

z0500039 非公開会社向け特別法の制定

z0500040 近代的な合併手法の採用

z0500041 有限責任組合制度の整備

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5030 5030018 社団法人全国地方銀行協会 11 法定準備金取崩しの際の債権者保護手続の簡素化

銀行が、配当財源確保等のために法定準備
金の取崩しを行う際の債権者保護手続（特
に預金者への催告）を簡素化する。

平成13年５月の商法改正により、条件付き
で法定準備金を取り崩し配当財源等に充当
することが可能となったが（商法第289条、銀
行法施行規則第18条第２項）、その際の債
権者保護手続は減資の場合と同様であり、
知れたる債権者に対して個別に異議の有無
を催告することが必要とされる。しかし、銀行
の場合、債権者である全預金者に対して催
告を行うことは実務上困難かつ非効率であ
り、改正商法の活用が妨げられる結果となっ
ている。このため、例えば、銀行に関する特
例として、預金額が一定水準以下の預金者
に対しては催告を不要とする等の規定を設
けるべきである。

商法 第289条、第376条第２
項

金融庁
法務省

別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5116 5116012 中間法人 11 債務超過会社の会社分割の柔軟な対応

債務超過の会社の会社分割について、商法
は「債務の履行の見込みあること」と定めて
いるのであって「債務超過でないこと」とは定
めていませんので、分割会社が債務超過で
あっても、債務の履行の見込みがありさえす
れば会社分割はできると考えられます。これ
をより機動的に使えるようにしていただきた
い。

左記内容について、履行可能性があるだけ
ではなく、分割会社の債権者の了解があれ
ば分割可能にしていただきたい。

財務が悪化しているが、既得の営業権、免
許を保有している企業を新出資者と経営陣
で再建することを円滑にするため。

商法374 法務省

5077 5077017 任意団体 11 非公開会社向け特別法の制定

英米系の会社にみられるように、非公開会
社に適用される特別法を制定する。　非公開
会社の株式を不特定多数の株主が自由に
取引することはあり得ず、譲渡制限が必要
である。　現在の監査特例法とは別に、非公
開会社を対象とした決算に係る立法措置を
とる。

　非公開会社であっても、公開会社と同程度
に商法の適用を受けている。

　非公開会社であっても、公開会社と殆ど同
じ組織法務を必要とするため、効率化・経費
節減にならない。

商法、                 株式会社
の監査等に関する商法の特
例に関する法律

法務省

5071 5071090 米国 11 近代的な合併手法の採用

①　2003年末までにパブリック・コメント手続
に付するために公表される2004年度商法改
正の中間試案の中に、三角合併および
キャッシュ・マージャー手法を利用可能とす
るため、合併対価に対する柔軟性を導入す
る旨､ また、ショート・フォーム （スクイーズ）
マージャーを導入する旨の提案を含める。
②　改正産業活力再生特別措置法における
関連条項の実施状況を点検し、国内及びク
ロス・ボーダー取引の双方において、前述の
ような合併手法を最大限に利用することを阻
害している障害を検証し、2003年度末まで
に、改正産業活力再生特別措置法あるいは
改正予定の商法において、前述の合併手法
の利用に対する障害を低減あるいは除去す
るために適切な行動を執る。

日本経済の再活性化は、企業再構築の奨
励、内外からの投資拡大によって促進され
る。対価や取引構造の多様な形体に依ると
ころの大きい近代的合併手法の利用可能性
は、そのような過程において極めて重要であ
る。日本は、改正産業活力再生特別措置法
のもとで行われる企業再編について、三角
合併およびキャッシュ・マージャーという手法
の使用を許可することにより、その第一歩を
しるした。しかし、外国投資家がこれらの手
法を使用する場合には障害があり、また、そ
れらの手法は、同法の範囲外において合併
や再編を模索する企業にとっては利用する
ことが出来ない。従って、米国は、日本が近
代的合併手法、特に三角合併及びキャッ
シュ・マージャー（ショート・フォーム マー
ジャーを含む）を、日本において活動あるい
は投資をおこなっているすべての企業に対し
て、法的にも実践的にも利用可能なものとす
るために必要な手段を執るとを奨励する。

法務省
経済産業省

5085 5085015 オリックス株式会社 11 有限責任組合制度の整備／取得財産の限定の廃止

次期通常国会に法案提出が予定される「中
小企業等投資事業有限責任組合法」の改正
により、投資対象範囲の中小企業・未公開
企業要件が撤廃され、株式等に加え「社債、
金銭債権の取得、金銭の貸付」が認められ
る見込みである。
しかし、投資ビークルの法制であるから、「社
債、金銭債権の取得、金銭の貸付」の追加
に留まらず、対象資産の制限を設けない、純
粋なビークル法制とするべき。

有限責任組合により、不動産、動産を取得
する。

・責任の有限性を担保するための制度の整
備の必要性は、投資対象の相違によって異
なるものではなく、ビークル法制で投資対象
を制限すべき理由はない。(米国にはこのよ
うな制限はないことも考慮すべきである。）
・投資は、いろいろな規模、対象物等があっ
て、投資の組成はそれに見合った法的構成
を選択できることが望ましい。合資会社を利
用すべしというのはニーズに合わない。
・経済活性化のためにリスクマネーを投資に
向かって動きやすくすることが重要である。
投資スキームのためのビークル法制を整備
し、法的な安定を与えることが重要であり、リ
ミッテッド・パートナーシップ法の整備を要望
する。

中小企業等投資有限責任組
合法

経済産業省
法務省

・法務省は契約自由により現行法上可能と
するが、当該法の制定は、契約自由の原則
では第三者との関係において責任の有限性
が担保されうるかの問題等があり、その担保
のため法整備が必要とされた。同法のような
予見可能性を確保し第三者を保護する措置
を用意せず、契約上の有限責任約定でよい
との考え方で投資勧誘することこそ問題なの
ではないか。
・制度の必要性･合理性等につき慎重な検討
が必要というが、それらは本法で認められて
おり、対象範囲の制限こそ合理性がない。
（一般的制度とするための検討は、会社法
制の現代化の検討に含めて、団体組織法制
として検討してもらいたい。）

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 24 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500041 有限責任組合制度の整備 民法第６６７条～第６８８条

民法上、組合員の責任は、分割無限責任と
されている（第６７５条）が、同法は、典型契
約としての組合について規定しているにすぎ
ず、強行法規ではないことから、無限責任組
合員と有限責任組合員によって構成される
組合を作ることについて、現行法上、何らの
規制も存しない。

ｃ －

事業組織形態に係る私法上の規制の在り方
については、会社法制の現代化に係る議論
の一環として総合的に検討されているところ
である。このような会社法制の現代化に係る
議論とは別に、民法上の組合として、無限責
任組合員と有限責任組合員とによって構成
されるものを創設すること及びそれについて
公示制度を設けることの必要性・合理性等
については、慎重な検討を要するものと考え
る。

回答では、民法上の組合として、無限責任
組合員と有限責任組合員とによって構成さ
れるものを創設すること及びそれについて公
示制度を設けることの必要性・合理性等に
ついては、慎重な検討を要するものと考える
とされているが、
①要望は、投資は、色々な規模、対象物が
あって、投資の組成はそれに見合った法的
構成を選択できることが望ましいとの観点か
ら、投資事業範囲の制限撤廃を求めるもの
であり、この点についての具体的な対応策を
改めて検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ｃ －

既に回答したとおり、事業組織形態に係る私
法上の規制の在り方については、会社法制
の現代化に係る議論の一環として総合的に
検討されているところである。また、中小企
業等投資事業有限責任組合契約に関する
法律における投資対象の制限につき、同法
を所管する経済産業省において、規制改革
要望も踏まえて必要かつ合理的な見直しを
することについては、特段の意見はない。

5086015 社団法人リース事業協会 11

z0500042 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備 出資法第１条，第２条

　出資法第１条の規制対象となっている出資
金とは，本来，全額の払い戻しが保証されな
いことを本質としているものと解されている。
 同法第２条の「預り金」については，不特定
かつ多数の者からの金銭の受入れであっ
て，①「預金，貯金又は定期積金の受入れ」
若しくは②「社債，借入金その他何らの名義
をもつてするを問わず，前号に掲げるものと
同様の経済的性質を有するもの」と規定され
ている一方，処罰の対象について，「業とし
て預り金をするにつき他の法律に特別の規
定のある者を除く」とされている。

ｃ

　「不特定多数の者に対し，後日全額若しく
はこれをこえる金額を金額を払い戻す旨明
示又は黙示して，出資金の受入」をすること
は，出資金の本質と相反するものであって，
出資者に誤解を与える危険性が高く，これを
一般的に許容した場合，一般大衆に不測の
損害を与える危険が多分にある。
　同法第２条の「預り金」については，その意
義が法律上規定されており，その概念が不
明確であるとは言い難いし，また，これを無
条件に許容した場合，一般大衆に不測の損
害を及ぼすばかりでなく，ひいてはこれら大
衆と取引関係に立つ者まで次々に被害を拡
大して，社会の信用制度と経済秩序を攪乱
するおそれがある。また，同条は，業として
の「預り金」を全面的に禁止しているもので
はなく，処罰の対象から，「業として預り金を
するにつき他の法律に特別の規定のある
者」を除いており，必要な担保制度など一般
大衆に損害を及ぼさない手当がなされてい
れば，法律により預り金の禁止を解除するこ
とができる。
　いずれにせよ，この問題は広く金融行政に
かかわる事柄であり，また，出資法第１条及
び第２条が，詐欺的金融犯罪の取締り等に
大きな役割を果たしている現状にかんがみ
ると，現時点では，法務省において，直ちに
第１条を廃止するなどの措置を講じることは
困難である。

 

回答では、出資法第１条・２条は、詐欺的金
融犯罪の取締り等に大きな役割を果たして
いることを根拠に、対応不可とされている
が、
①要望は、悪徳業者については、金融関連
の詐欺的行為を禁止する法律を制定し、そ
ちらで取り締まるという代替措置を創設する
ことにより実施可能と考えるが、この点を踏
まえ改めて実施に向けた具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

前回回答のとおりであり，措置を講じること
は困難である。
すなわち，「不特定多数の者に対し，後日全
額若しくはこれをこえる金額を金額を払い戻
す旨明示又は黙示して，出資金の受入」を
することは，出資金の本質と相反するもので
あって，出資者に誤解を与える危険性が高
く，これを一般的に許容した場合，一般大衆
に不測の損害を与える危険が多分にある。
　同法第２条の「預り金」については，その意
義が法律上規定されており，その概念が不
明確であるとは言い難いし，また，これを無
条件に許容した場合，一般大衆に不測の損
害を及ぼすばかりでなく，ひいてはこれら大
衆と取引関係に立つ者まで次々に被害を拡
大して，社会の信用制度と経済秩序を攪乱
するおそれがある。また，同条は，業として
の「預り金」を全面的に禁止しているもので
はなく，処罰の対象から，「業として預り金を
するにつき他の法律に特別の規定のある
者」を除いており，必要な担保制度など一般
大衆に損害を及ぼさない手当がなされてい
れば，法律により預り金の禁止を解除するこ
とができる。
　いずれにせよ，この問題は広く金融行政に
かかわる事柄であり，また，出資法第１条及
び第２条が，詐欺的金融犯罪の取締り等に
大きな役割を果たしている現状にかんがみ
ると，現時点では，法務省において，直ちに
第１条を廃止するなどの措置を講じることは
困難である。

5085010 オリックス株式会社 11

z0500042 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備 出資法第１条，第２条

　出資法第１条の規制対象となっている出資
金とは，本来，全額の払い戻しが保証されな
いことを本質としているものと解されている。
 同法第２条の「預り金」については，不特定
かつ多数の者からの金銭の受入れであっ
て，①「預金，貯金又は定期積金の受入れ」
若しくは②「社債，借入金その他何らの名義
をもつてするを問わず，前号に掲げるものと
同様の経済的性質を有するもの」と規定され
ている一方，処罰の対象について，「業とし
て預り金をするにつき他の法律に特別の規
定のある者を除く」とされている。

ｃ

　「不特定多数の者に対し，後日全額若しく
はこれをこえる金額を金額を払い戻す旨明
示又は黙示して，出資金の受入」をすること
は，出資金の本質と相反するものであって，
出資者に誤解を与える危険性が高く，これを
一般的に許容した場合，一般大衆に不測の
損害を与える危険が多分にある。
　同法第２条の「預り金」については，その意
義が法律上規定されており，その概念が不
明確であるとは言い難いし，また，これを無
条件に許容した場合，一般大衆に不測の損
害を及ぼすばかりでなく，ひいてはこれら大
衆と取引関係に立つ者まで次々に被害を拡
大して，社会の信用制度と経済秩序を攪乱
するおそれがある。また，同条は，業として
の「預り金」を全面的に禁止しているもので
はなく，処罰の対象から，「業として預り金を
するにつき他の法律に特別の規定のある
者」を除いており，必要な担保制度など一般
大衆に損害を及ぼさない手当がなされてい
れば，法律により預り金の禁止を解除するこ
とができる。
　いずれにせよ，この問題は広く金融行政に
かかわる事柄であり，また，出資法第１条及
び第２条が，詐欺的金融犯罪の取締り等に
大きな役割を果たしている現状にかんがみ
ると，現時点では，法務省において，直ちに
第１条を廃止するなどの措置を講じることは
困難である。

回答では、出資法第１条・２条は、詐欺的金
融犯罪の取締り等に大きな役割を果たして
いることを根拠に、対応不可とされている
が、
①要望は、悪徳業者については、金融関連
の詐欺的行為を禁止する法律を制定し、そ
ちらで取り締まるという代替措置を創設する
ことにより実施可能と考えるが、この点を踏
まえ改めて実施に向けた具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

前回回答のとおりであり，措置を講じること
は困難である。
すなわち，「不特定多数の者に対し，後日全
額若しくはこれをこえる金額を金額を払い戻
す旨明示又は黙示して，出資金の受入」を
することは，出資金の本質と相反するもので
あって，出資者に誤解を与える危険性が高
く，これを一般的に許容した場合，一般大衆
に不測の損害を与える危険が多分にある。
　同法第２条の「預り金」については，その意
義が法律上規定されており，その概念が不
明確であるとは言い難いし，また，これを無
条件に許容した場合，一般大衆に不測の損
害を及ぼすばかりでなく，ひいてはこれら大
衆と取引関係に立つ者まで次々に被害を拡
大して，社会の信用制度と経済秩序を攪乱
するおそれがある。また，同条は，業として
の「預り金」を全面的に禁止しているもので
はなく，処罰の対象から，「業として預り金を
するにつき他の法律に特別の規定のある
者」を除いており，必要な担保制度など一般
大衆に損害を及ぼさない手当がなされてい
れば，法律により預り金の禁止を解除するこ
とができる。
　いずれにせよ，この問題は広く金融行政に
かかわる事柄であり，また，出資法第１条及
び第２条が，詐欺的金融犯罪の取締り等に
大きな役割を果たしている現状にかんがみ
ると，現時点では，法務省において，直ちに
第１条を廃止するなどの措置を講じることは
困難である。

5086010 社団法人リース事業協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 25 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500041 有限責任組合制度の整備

z0500042 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

z0500042 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5086 5086015 社団法人リース事業協会 11 有限責任組合制度の整備／取得財産の限定の廃止

次期通常国会に法案提出が予定される「中
小企業等投資事業有限責任組合法」の改正
により、投資対象範囲の中小企業・未公開
企業要件が撤廃され、株式等に加え「社債、
金銭債権の取得、金銭の貸付」が認められ
る見込みである。
しかし、投資ビークルの法制であるから、「社
債、金銭債権の取得、金銭の貸付」の追加
に留まらず、対象資産の制限を設けない、純
粋なビークル法制とするべき。

有限責任組合により、不動産、動産を取得
する。

・責任の有限性を担保するための制度の整
備の必要性は、投資対象の相違によって異
なるものではなく、ビークル法制で投資対象
を制限すべき理由はない。(米国にはこのよ
うな制限はないことも考慮すべきである。）
・投資は、いろいろな規模、対象物等があっ
て、投資の組成はそれに見合った法的構成
を選択できることが望ましい。合資会社を利
用すべしというのはニーズに合わない。
・経済活性化のためにリスクマネーを投資に
向かって動きやすくすることが重要である。
投資スキームのためのビークル法制を整備
し、法的な安定を与えることが重要であり、リ
ミッテッド・パートナーシップ法の整備を要望
する。

中小企業等投資有限責任組
合法

経済産業省
法務省

・法務省は契約自由により現行法上可能と
するが、当該法の制定は、契約自由の原則
では第三者との関係において責任の有限性
が担保されうるかの問題等があり、その担保
のため法整備が必要とされた。同法のような
予見可能性を確保し第三者を保護する措置
を用意せず、契約上の有限責任約定でよい
との考え方で投資勧誘することこそ問題なの
ではないか。
・制度の必要性･合理性等につき慎重な検討
が必要というが、それらは本法で認められて
おり、対象範囲の制限こそ合理性がない。
（一般的制度とするための検討は、会社法
制の現代化の検討に含めて、団体組織法制
として検討してもらいたい。）

5085 5085010 オリックス株式会社 11 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討し、
過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪の取締
制度を改めて整備するべきである。<＊1>

【参考】「1999/7金融審議会第一部会中間整
理(第一次)」東大･神田教授意見発表資料
『いわゆる悪質商品の取扱いをどうすべきか
という問題がある。この点については、我が
国におけるこれまでの歴史に鑑みると、その
対応等の面において類型的に別物として取
扱ってきた面もあるので、基本的方向性とし
ては、金融関連の詐欺的行為を禁止する法
律を制定し、そちらで取締ることを検討する
ことが望ましい（現在では、いわゆる出資法
で一部取締りが可能であるが、出資法のよう
に預り金を一律に禁止するような法律は、そ
の立法論的な妥当性につき再検討する必要
がある）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入など
において、出資金の全部または一部につい
て営業者が保証する。
・エスクロー事業（二当事者の取引のクロー
ジングにあたり、第三者が資金を預かって管
理することにより、取引上の危険を転換して
取引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきもので
はない。出資者の認識と保証者の支払能力
の問題であり、不当表示規制や金融商品販
売規制として整理されるべきではないか
・2条は、預り金の概念が曖昧あるいは広す
ぎる。刑罰があり、罪刑法定主義の観点から
妥当性に疑問ある。<＊3>
・戒厳令型･前時代的処罰法規は、金融取引
その他サービスの発展に目に見えにくいが
悪影響を及ぼしている。
・｢金融サービス法｣等の金融関連法制と出
資法との係わり合い、適用関係等が、経済
社会情勢の進展に対応し、その発展に貢献
するものとなるよう、引き続き制度整備の努
力をしていくことが必要である。

出資法１条、２条
金融庁
法務省
警察庁

<＊1>出資法が現に果たす役割は詐欺罪の
前段階的な処罰と思われ、これは不当な表
示･勧誘により行われるので、不当表示防止
法を独禁法の枠組みから切離して整備し、
罰則強化、警察管轄とすることは検討できな
いか。相手方の属性（個人かプロか）の観点
も必要と思われる。
<＊2>エスクロー事業が出資法２条に抵触す
るのか判然とせず、抵触するとの解釈も表
明されており、事業を行おうとする際の重大
な障害となる。
<＊3>例えば、不動産会社が賃貸事業で預
かる敷金等、継続取引業者間の取引保証金
などはどう解釈されるのか。

5086 5086010 社団法人リース事業協会 11 詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討し、
過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪の取締
制度を改めて整備するべきである。<＊1>

【参考】「1999/7金融審議会第一部会中間整
理(第一次)」東大･神田教授意見発表資料
『いわゆる悪質商品の取扱いをどうすべきか
という問題がある。この点については、我が
国におけるこれまでの歴史に鑑みると、その
対応等の面において類型的に別物として取
扱ってきた面もあるので、基本的方向性とし
ては、金融関連の詐欺的行為を禁止する法
律を制定し、そちらで取締ることを検討する
ことが望ましい（現在では、いわゆる出資法
で一部取締りが可能であるが、出資法のよう
に預り金を一律に禁止するような法律は、そ
の立法論的な妥当性につき再検討する必要
がある）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入など
において、出資金の全部または一部につい
て営業者が保証する。
・エスクロー事業（二当事者の取引のクロー
ジングにあたり、第三者が資金を預かって管
理することにより、取引上の危険を転換して
取引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきもので
はない。出資者の認識と保証者の支払能力
の問題であり、不当表示規制や金融商品販
売規制として整理されるべきではないか
・2条は、預り金の概念が曖昧あるいは広す
ぎる。刑罰があり、罪刑法定主義の観点から
妥当性に疑問ある。<＊3>
・戒厳令型･前時代的処罰法規は、金融取引
その他サービスの発展に目に見えにくいが
悪影響を及ぼしている。
・｢金融サービス法｣等の金融関連法制と出
資法との係わり合い、適用関係等が、経済
社会情勢の進展に対応し、その発展に貢献
するものとなるよう、引き続き制度整備の努
力をしていくことが必要である。

出資法１条、２条
金融庁
法務省
警察庁

<＊1>出資法が現に果たす役割は詐欺罪の
前段階的な処罰と思われ、これは不当な表
示･勧誘により行われるので、不当表示防止
法を独禁法の枠組みから切離して整備し、
罰則強化、警察管轄とすることは検討できな
いか。相手方の属性（個人かプロか）の観点
も必要と思われる。
<＊2>エスクロー事業が出資法２条に抵触す
るのか判然とせず、抵触するとの解釈も表
明されており、事業を行おうとする際の重大
な障害となる。
<＊3>例えば、不動産会社が賃貸事業で預
かる敷金等、継続取引業者間の取引保証金
などはどう解釈されるのか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 26 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500043 供託積立金制度の改廃
供託法は，供託に関する手続を定めた法律
であり，供託を義務付けるかどうかは，各根
拠法令において定められている。

不明 不明
具体的にどの規定に関する要望であるかが
不明であり回答は困難であるため，要望内
容が明確になった時点で検討を行いたい。

要望者に具体的な要望内容を確認したとこ
ろ、「民事訴訟法259条又は民事保全法第14
条に基づき、担保として供託すれば一方的
に仮処分又は保全執行できることは、債務
者（特に債務者が低所得者の場合）に過重
な負担を課すことになる。このため、当該制
度の改廃を求める。」ものである。この点を
踏まえ、具体的な対応策を検討され、示され
たい。

c Ⅰ

仮執行の宣言（民事訴訟法第２５９条第１
項）は，敗訴者のための上訴による救済との
均衡から，勝訴者の利益のために裁判所が
終局判決に執行力を与えることを認める制
度であり，担保を立てさせて仮執行宣言を発
したときは，仮執行により生じた債務者の損
害は，その担保（供託金等）により担保され
ることとなる。
また，仮差押え等の民事保全の命令（民事
保全法第１条）は，民事訴訟の本案の実現
を保全するための仮救済の手段であり，当
該命令を担保を立てさせて発したときは，仮
差押え等により生じた債務者の損害は，そ
の担保（供託金等）により担保されることとな
る。
いずれの制度も，当事者双方の利益に配慮
した合理的な制度であって，改める必要はな
いものと考えられる。

5142001 個人 11

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大
特定融資枠契約に関する法
律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に
係る手数料が利息制限法及び出資法上の
「みなし利息」の適用除外となるのは，借主
が,①資本金が５億円以上又は負債総額が２
００億円以上の株式会社（株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律第１条
の２第１項），②資本金が３億円を超える株
式会社，③特定債権等譲受業者（特定債権
等に係る事業の規制に関する法律第２条第
５項），④特定目的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等である場合に限定
される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，特定融資枠契
約に関する法律の借主の範囲を資本金３億
円以下の中小企業等に拡大することの是非
について，関係省庁とも連携をとりながら，
既に，中小企業等に対するニーズ調査等を
実施するなどして検討を行ってきたところで
ある。その結果、①中小企業等については
一定のニーズは認められたものの，中小企
業等の中にもなお慎重な意見もある上，平
成１３年改正で範囲を拡大した中堅企業の
利用状況も低調であったこと，利息制限法及
び出資法は経済的弱者保護の観点から利
息（「みなし利息」を含む。）の上限利率等を
定めているところ，その特例たる特定融資枠
契約に関する法律の借主の範囲についての
限定を大幅に緩和して経済的弱者である中
小企業等をその対象とすれば，中小企業等
が締結するコミットメントライン契約に係る手
数料（以下単に「手数料」という。）について，
その上限利率による制限が及ばなくなる結
果となって，手数料名目に合法的に高金利
を徴求されるおそれがあり，特に，近時，高
金利による貸付けが重大な社会問題になっ
ていることにかんがみれば，平成１５年７月
に成立した貸金業規制法及び出資法の一部
改正法（いわゆるヤミ金融対策法）等の高金
利の貸付けの問題に対する対策の効果等を
慎重に見極めながら，借主の範囲を中小企
業等に拡大することの是非を判断する必要
があること，

経済的弱者の保護という本規制の当初の趣
旨は首肯できるものの、本件のような新たな
金融サービスは需要創出型のサービスであ
り、言わば借主が利用して初めてその利便
性を実感する類のものである。こうした観点
から、要望者が挙げる借主を新たに追加す
ることについて、改めて検討されたい。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，前回も回答した
とおり，現時点で，直ちに中小企業等に借主
の範囲を拡大することは時期尚早であると
判断しているが，借主の範囲の拡大の是非
に関する検討については，今後も，引き続き
行う方針である。
コメットメントライン契約については，需要創
出型の新たな金融サービスであり，借主が
利用して初めてその利便性を実感するもの
であるとする指摘であるが，平成１５年に実
施した借り手側のニーズ調査によれば，借
主の範囲の拡大について中小企業等の中
にも慎重な意見があり，また，地方公共団体
に関してはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズがほとんどないという結果で
あったし，実際に平成１３年改正で借主の範
囲に加えられた中堅企業の利用状況も低調
であった。これらの事実を併せ考えると，一
定の融資枠が手数料なしに設定される当座
貸越取引等の従来の借入方法に加えて，実
際に融資を受けた場合の利息のほかに手数
料の支払が必要となるコミットメントライン契
約を利用したいという現実的なニーズが中
小企業等の借主側にどの程度あるのかにつ
いては慎重に見極めていく必要があると思
われる。

5001005
社団法人全国
信用組合中央
協会

11

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

（上記の続き）

②中小企業以外の地方公共団体等へ借主
の範囲を拡大することを求める要望につい
ての検討も，中小企業に関する検討と並行
して行ってきたところであるが，平成１４年度
に実施したニーズ調査では，例えば，地方公
共団体にはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズはほとんどないという結果で
あり，そのニーズの有無を慎重に見極めて
いく必要があること、等の理由により，現時
点で，直ちに，中小企業等に借主の範囲を
拡大することは時期尚早であるとの結論に
至ったところである。しかし，法務省及び金
融庁としては，高金利による貸付けの問題
に対する対策の効果等の見極めつつ，引き
続き，中小企業及びそれ以外の地方公共団
体等への借主の範囲の拡大の是非に関す
る検討は行うこととしており，その結果，借主
の範囲の拡大が必要であると判断された場
合には，その対象について一括して改正措
置を行う方針であるが，こうした高金利によ
る貸付けの問題に対する対策の効果等の見
極めやニーズの把握等に相当な期間を要す
ることから，現時点では，検討の終了時期等
については未定である。

（上記の続き）

また，経済的弱者である中小企業等に借主
の範囲を拡大すれば，中小企業等が締結す
るコミットメントライン契約に係る手数料に利
息制限法及び出資法の上限利率による制
限が及ばなくなる結果となって，手数料名目
に合法的に高金利を徴求されるおそれがあ
り，このようなおそれがある以上，いわゆる
ヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対策
の効果等を見極めることなく，現時点におい
て，直ちに経済的弱者である中小企業や地
方公共団体等に借主の範囲を拡大するとい
う改正を行うことは相当ではないと考える。
このため，法務省及び金融庁としては，今後
の検討においては，借主の範囲の拡大の是
非について，高金利貸付け問題対策の効果
等の見極めやニーズの把握等を行いつつ，
慎重に判断していく必要があるとしているも
のである。

5001005
社団法人全国
信用組合中央
協会

12
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500043 供託積立金制度の改廃

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5142 5142001 個人 11 供託積立金制度の改廃 供託積立金制度を廃止又は改正すべきであ
る。

原告が不正者の場合積立て又は返還しては
無意味であり、金権の助長、民主主義の理
念に反する。

供託法 法務省

5001 5001005
社団法人全国
信用組合中央
協会

11 コミットメントライン契約の適用対象企業の拡大

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）の
適用対象を拡大し、中小企業（資本金３億円
以下等）、地方公共団体や特別法で定めら
れた地方公社等をその範囲に含めること。

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）の
適用対象を拡大し、資金調達手段の多様化
を図ることが必要である。

特定融資枠契約に関する法
律第２条

金融庁
法務省

5001 5001005
社団法人全国
信用組合中央
協会

12

（上記の続き）

コミットメントライン契約の適
用対象企業の拡大

金融庁
法務省
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大
特定融資枠契約に関する法
律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に
係る手数料が利息制限法及び出資法上の
「みなし利息」の適用除外となるのは，借主
が,①資本金が５億円以上又は負債総額が２
００億円以上の株式会社（株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律第１条
の２第１項），②資本金が３億円を超える株
式会社，③特定債権等譲受業者（特定債権
等に係る事業の規制に関する法律第２条第
５項），④特定目的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等である場合に限定
される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，特定融資枠契
約に関する法律の借主の範囲を資本金３億
円以下の中小企業等に拡大することの是非
について，関係省庁とも連携をとりながら，
既に，中小企業等に対するニーズ調査等を
実施するなどして検討を行ってきたところで
ある。その結果、①中小企業等については
一定のニーズは認められたものの，中小企
業等の中にもなお慎重な意見もある上，平
成１３年改正で範囲を拡大した中堅企業の
利用状況も低調であったこと，利息制限法及
び出資法は経済的弱者保護の観点から利
息（「みなし利息」を含む。）の上限利率等を
定めているところ，その特例たる特定融資枠
契約に関する法律の借主の範囲についての
限定を大幅に緩和して経済的弱者である中
小企業等をその対象とすれば，中小企業等
が締結するコミットメントライン契約に係る手
数料（以下単に「手数料」という。）について，
その上限利率による制限が及ばなくなる結
果となって，手数料名目に合法的に高金利
を徴求されるおそれがあり，特に，近時，高
金利による貸付けが重大な社会問題になっ
ていることにかんがみれば，平成１５年７月
に成立した貸金業規制法及び出資法の一部
改正法（いわゆるヤミ金融対策法）等の高金
利の貸付けの問題に対する対策の効果等を
慎重に見極めながら，借主の範囲を中小企
業等に拡大することの是非を判断する必要
があること，

経済的弱者の保護という本規制の当初の趣
旨は首肯できるものの、本件のような新たな
金融サービスは需要創出型のサービスであ
り、言わば借主が利用して初めてその利便
性を実感する類のものである。こうした観点
から、要望者が挙げる借主を新たに追加す
ることについて、改めて検討されたい。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，前回も回答した
とおり，現時点で，直ちに中小企業等に借主
の範囲を拡大することは時期尚早であると
判断しているが，借主の範囲の拡大の是非
に関する検討については，今後も，引き続き
行う方針である。
コメットメントライン契約については，需要創
出型の新たな金融サービスであり，借主が
利用して初めてその利便性を実感するもの
であるとする指摘であるが，平成１５年に実
施した借り手側のニーズ調査によれば，借
主の範囲の拡大について中小企業等の中
にも慎重な意見があり，また，地方公共団体
に関してはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズがほとんどないという結果で
あったし，実際に平成１３年改正で借主の範
囲に加えられた中堅企業の利用状況も低調
であった。これらの事実を併せ考えると，一
定の融資枠が手数料なしに設定される当座
貸越取引等の従来の借入方法に加えて，実
際に融資を受けた場合の利息のほかに手数
料の支払が必要となるコミットメントライン契
約を利用したいという現実的なニーズが中
小企業等の借主側にどの程度あるのかにつ
いては慎重に見極めていく必要があると思
われる。

5010003 社団法人第二地方銀行協会 11

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

（上記の続き）

②中小企業以外の地方公共団体等へ借主
の範囲を拡大することを求める要望につい
ての検討も，中小企業に関する検討と並行
して行ってきたところであるが，平成１４年度
に実施したニーズ調査では，例えば，地方公
共団体にはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズはほとんどないという結果で
あり，そのニーズの有無を慎重に見極めて
いく必要があること、等の理由により，現時
点で，直ちに，中小企業等に借主の範囲を
拡大することは時期尚早であるとの結論に
至ったところである。しかし，法務省及び金
融庁としては，高金利による貸付けの問題
に対する対策の効果等の見極めつつ，引き
続き，中小企業及びそれ以外の地方公共団
体等への借主の範囲の拡大の是非に関す
る検討は行うこととしており，その結果，借主
の範囲の拡大が必要であると判断された場
合には，その対象について一括して改正措
置を行う方針であるが，こうした高金利によ
る貸付けの問題に対する対策の効果等の見
極めやニーズの把握等に相当な期間を要す
ることから，現時点では，検討の終了時期等
については未定である。

（上記の続き）

また，経済的弱者である中小企業等に借主
の範囲を拡大すれば，中小企業等が締結す
るコミットメントライン契約に係る手数料に利
息制限法及び出資法の上限利率による制
限が及ばなくなる結果となって，手数料名目
に合法的に高金利を徴求されるおそれがあ
り，このようなおそれがある以上，いわゆる
ヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対策
の効果等を見極めることなく，現時点におい
て，直ちに経済的弱者である中小企業や地
方公共団体等に借主の範囲を拡大するとい
う改正を行うことは相当ではないと考える。
このため，法務省及び金融庁としては，今後
の検討においては，借主の範囲の拡大の是
非について，高金利貸付け問題対策の効果
等の見極めやニーズの把握等を行いつつ，
慎重に判断していく必要があるとしているも
のである。

5010003 社団法人第二地方銀行協会 12
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管理
コード 項目

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5010 5010003 社団法人第二地方銀行協会 11 コミットメントライン契約適用対象の拡大

コミットメントライン契約の適用対象を拡大
し、中小企業（資本金3億円以下）のほか地
方公共団体・特別法に定められた地方公社
等を加える。

コミットメントライン契約は中小企業等にとっ
ても有益な資金調達手段であり、借主の対
象に中小企業等を追加し、資金調達手段の
多様化を図ることが必要である。

特定融資枠契約に関する法
律第2条

金融庁
法務省

5010 5010003 社団法人第二地方銀行協会 12

（上記の続き）

コミットメントライン契約適用
対象の拡大

金融庁
法務省
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大
特定融資枠契約に関する法
律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に
係る手数料が利息制限法及び出資法上の
「みなし利息」の適用除外となるのは，借主
が,①資本金が５億円以上又は負債総額が２
００億円以上の株式会社（株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律第１条
の２第１項），②資本金が３億円を超える株
式会社，③特定債権等譲受業者（特定債権
等に係る事業の規制に関する法律第２条第
５項），④特定目的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等である場合に限定
される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，特定融資枠契
約に関する法律の借主の範囲を資本金３億
円以下の中小企業等に拡大することの是非
について，関係省庁とも連携をとりながら，
既に，中小企業等に対するニーズ調査等を
実施するなどして検討を行ってきたところで
ある。その結果、①中小企業等については
一定のニーズは認められたものの，中小企
業等の中にもなお慎重な意見もある上，平
成１３年改正で範囲を拡大した中堅企業の
利用状況も低調であったこと，利息制限法及
び出資法は経済的弱者保護の観点から利
息（「みなし利息」を含む。）の上限利率等を
定めているところ，その特例たる特定融資枠
契約に関する法律の借主の範囲についての
限定を大幅に緩和して経済的弱者である中
小企業等をその対象とすれば，中小企業等
が締結するコミットメントライン契約に係る手
数料（以下単に「手数料」という。）について，
その上限利率による制限が及ばなくなる結
果となって，手数料名目に合法的に高金利
を徴求されるおそれがあり，特に，近時，高
金利による貸付けが重大な社会問題になっ
ていることにかんがみれば，平成１５年７月
に成立した貸金業規制法及び出資法の一部
改正法（いわゆるヤミ金融対策法）等の高金
利の貸付けの問題に対する対策の効果等を
慎重に見極めながら，借主の範囲を中小企
業等に拡大することの是非を判断する必要
があること，

経済的弱者の保護という本規制の当初の趣
旨は首肯できるものの、本件のような新たな
金融サービスは需要創出型のサービスであ
り、言わば借主が利用して初めてその利便
性を実感する類のものである。こうした観点
から、要望者が挙げる借主を新たに追加す
ることについて、改めて検討されたい。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，前回も回答した
とおり，現時点で，直ちに中小企業等に借主
の範囲を拡大することは時期尚早であると
判断しているが，借主の範囲の拡大の是非
に関する検討については，今後も，引き続き
行う方針である。
コメットメントライン契約については，需要創
出型の新たな金融サービスであり，借主が
利用して初めてその利便性を実感するもの
であるとする指摘であるが，平成１５年に実
施した借り手側のニーズ調査によれば，借
主の範囲の拡大について中小企業等の中
にも慎重な意見があり，また，地方公共団体
に関してはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズがほとんどないという結果で
あったし，実際に平成１３年改正で借主の範
囲に加えられた中堅企業の利用状況も低調
であった。これらの事実を併せ考えると，一
定の融資枠が手数料なしに設定される当座
貸越取引等の従来の借入方法に加えて，実
際に融資を受けた場合の利息のほかに手数
料の支払が必要となるコミットメントライン契
約を利用したいという現実的なニーズが中
小企業等の借主側にどの程度あるのかにつ
いては慎重に見極めていく必要があると思
われる。

5026011 都銀懇話会 11

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

（上記の続き）

②中小企業以外の地方公共団体等へ借主
の範囲を拡大することを求める要望につい
ての検討も，中小企業に関する検討と並行
して行ってきたところであるが，平成１４年度
に実施したニーズ調査では，例えば，地方公
共団体にはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズはほとんどないという結果で
あり，そのニーズの有無を慎重に見極めて
いく必要があること、等の理由により，現時
点で，直ちに，中小企業等に借主の範囲を
拡大することは時期尚早であるとの結論に
至ったところである。しかし，法務省及び金
融庁としては，高金利による貸付けの問題
に対する対策の効果等の見極めつつ，引き
続き，中小企業及びそれ以外の地方公共団
体等への借主の範囲の拡大の是非に関す
る検討は行うこととしており，その結果，借主
の範囲の拡大が必要であると判断された場
合には，その対象について一括して改正措
置を行う方針であるが，こうした高金利によ
る貸付けの問題に対する対策の効果等の見
極めやニーズの把握等に相当な期間を要す
ることから，現時点では，検討の終了時期等
については未定である。

（上記の続き）

また，経済的弱者である中小企業等に借主
の範囲を拡大すれば，中小企業等が締結す
るコミットメントライン契約に係る手数料に利
息制限法及び出資法の上限利率による制
限が及ばなくなる結果となって，手数料名目
に合法的に高金利を徴求されるおそれがあ
り，このようなおそれがある以上，いわゆる
ヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対策
の効果等を見極めることなく，現時点におい
て，直ちに経済的弱者である中小企業や地
方公共団体等に借主の範囲を拡大するとい
う改正を行うことは相当ではないと考える。
このため，法務省及び金融庁としては，今後
の検討においては，借主の範囲の拡大の是
非について，高金利貸付け問題対策の効果
等の見極めやニーズの把握等を行いつつ，
慎重に判断していく必要があるとしているも
のである。

5026011 都銀懇話会 12

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 31 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5026 5026011 都銀懇話会 11 コミットメント・ラインの対象企業の拡大

・コミットメント･ライン契約（特定融資枠契約）
に係る手数料が利息制限法及び出資法上
のみなし利息の適用除外となる借主の対象
を拡大し、中小企業（資本金3億円以下等）
等に加え、以下のような借主を追加する
①地方公共団体
②独立行政法人
③学校法人
④医療法人
⑤共済組合
⑥消費生活協同組合
⑦市街地再開発組合
⑧特別目的会社（「証券取引法施行令第17
条の2第2項第3号及び同条第3項に規定す
る有価証券を定める内閣府令」に定める有
価証券を発行する法人並びにそれに準ずる
外国法人）

・コミットメント・ライン（特定融資枠契約）は、
既に制度が導入されている大企業等のみな
らず、中小企業等にとっても有益な資金調達
手段であり、経済的弱者保護という本法の
当初の趣旨は首肯できるものの、現環境下
においては、借主の範囲に中小企業等を一
律に排除していることは適切ではない。借主
の対象に中小企業等を追加し、資金調達手
段の多様化を図ることが必要である

特定融資枠契約に関する法
律第2条

金融庁
法務省

5026 5026011 都銀懇話会 12

（上記の続き）

コミットメント・ラインの対象企
業の拡大

金融庁
法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 32 / 44 法務省
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管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大
特定融資枠契約に関する法
律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に
係る手数料が利息制限法及び出資法上の
「みなし利息」の適用除外となるのは，借主
が,①資本金が５億円以上又は負債総額が２
００億円以上の株式会社（株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律第１条
の２第１項），②資本金が３億円を超える株
式会社，③特定債権等譲受業者（特定債権
等に係る事業の規制に関する法律第２条第
５項），④特定目的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等である場合に限定
される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，特定融資枠契
約に関する法律の借主の範囲を資本金３億
円以下の中小企業等に拡大することの是非
について，関係省庁とも連携をとりながら，
既に，中小企業等に対するニーズ調査等を
実施するなどして検討を行ってきたところで
ある。その結果、①中小企業等については
一定のニーズは認められたものの，中小企
業等の中にもなお慎重な意見もある上，平
成１３年改正で範囲を拡大した中堅企業の
利用状況も低調であったこと，利息制限法及
び出資法は経済的弱者保護の観点から利
息（「みなし利息」を含む。）の上限利率等を
定めているところ，その特例たる特定融資枠
契約に関する法律の借主の範囲についての
限定を大幅に緩和して経済的弱者である中
小企業等をその対象とすれば，中小企業等
が締結するコミットメントライン契約に係る手
数料（以下単に「手数料」という。）について，
その上限利率による制限が及ばなくなる結
果となって，手数料名目に合法的に高金利
を徴求されるおそれがあり，特に，近時，高
金利による貸付けが重大な社会問題になっ
ていることにかんがみれば，平成１５年７月
に成立した貸金業規制法及び出資法の一部
改正法（いわゆるヤミ金融対策法）等の高金
利の貸付けの問題に対する対策の効果等を
慎重に見極めながら，借主の範囲を中小企
業等に拡大することの是非を判断する必要
があること，

経済的弱者の保護という本規制の当初の趣
旨は首肯できるものの、本件のような新たな
金融サービスは需要創出型のサービスであ
り、言わば借主が利用して初めてその利便
性を実感する類のものである。こうした観点
から、要望者が挙げる借主を新たに追加す
ることについて、改めて検討されたい。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，前回も回答した
とおり，現時点で，直ちに中小企業等に借主
の範囲を拡大することは時期尚早であると
判断しているが，借主の範囲の拡大の是非
に関する検討については，今後も，引き続き
行う方針である。
コメットメントライン契約については，需要創
出型の新たな金融サービスであり，借主が
利用して初めてその利便性を実感するもの
であるとする指摘であるが，平成１５年に実
施した借り手側のニーズ調査によれば，借
主の範囲の拡大について中小企業等の中
にも慎重な意見があり，また，地方公共団体
に関してはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズがほとんどないという結果で
あったし，実際に平成１３年改正で借主の範
囲に加えられた中堅企業の利用状況も低調
であった。これらの事実を併せ考えると，一
定の融資枠が手数料なしに設定される当座
貸越取引等の従来の借入方法に加えて，実
際に融資を受けた場合の利息のほかに手数
料の支払が必要となるコミットメントライン契
約を利用したいという現実的なニーズが中
小企業等の借主側にどの程度あるのかにつ
いては慎重に見極めていく必要があると思
われる。

5030009 社団法人全国地方銀行協会 11

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

（上記の続き）

②中小企業以外の地方公共団体等へ借主
の範囲を拡大することを求める要望につい
ての検討も，中小企業に関する検討と並行
して行ってきたところであるが，平成１４年度
に実施したニーズ調査では，例えば，地方公
共団体にはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズはほとんどないという結果で
あり，そのニーズの有無を慎重に見極めて
いく必要があること、等の理由により，現時
点で，直ちに，中小企業等に借主の範囲を
拡大することは時期尚早であるとの結論に
至ったところである。しかし，法務省及び金
融庁としては，高金利による貸付けの問題
に対する対策の効果等の見極めつつ，引き
続き，中小企業及びそれ以外の地方公共団
体等への借主の範囲の拡大の是非に関す
る検討は行うこととしており，その結果，借主
の範囲の拡大が必要であると判断された場
合には，その対象について一括して改正措
置を行う方針であるが，こうした高金利によ
る貸付けの問題に対する対策の効果等の見
極めやニーズの把握等に相当な期間を要す
ることから，現時点では，検討の終了時期等
については未定である。

（上記の続き）

また，経済的弱者である中小企業等に借主
の範囲を拡大すれば，中小企業等が締結す
るコミットメントライン契約に係る手数料に利
息制限法及び出資法の上限利率による制
限が及ばなくなる結果となって，手数料名目
に合法的に高金利を徴求されるおそれがあ
り，このようなおそれがある以上，いわゆる
ヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対策
の効果等を見極めることなく，現時点におい
て，直ちに経済的弱者である中小企業や地
方公共団体等に借主の範囲を拡大するとい
う改正を行うことは相当ではないと考える。
このため，法務省及び金融庁としては，今後
の検討においては，借主の範囲の拡大の是
非について，高金利貸付け問題対策の効果
等の見極めやニーズの把握等を行いつつ，
慎重に判断していく必要があるとしているも
のである。

5030009 社団法人全国地方銀行協会 12

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 33 / 44 法務省
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管理
コード 項目

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5030 5030009 社団法人全国地方銀行協会 11 コミットメントライン契約適用対象のさらなる拡大

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）の
適用対象を拡大し、a.中小企業（資本金３億
円以下等）、b.地方公共団体、地方公社、独
立行政法人等、をその範囲に含める。

平成13年６月の法改正により、それまで商法
特例法上の大会社に限定されていた対象企
業等に、①資本の額が３億円を超える株式
会社、②証券取引法の規定による監査証明
を受けなければならない株式会社、③特定
債権等譲受業者、④特定目的会社及び登
録投資法人等が加えられたが、より幅広い
中小企業への金融の円滑化を図るという観
点からは、さらなる適用対象の拡大が必要
である。　また、地方公共団体等の資金需要
に対しより安定的・機動的に対応していくた
めには、こうした先も適用対象に含めるべき
である。

特定融資枠契約に関する法
律 第２条

法務省
金融庁

別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5030 5030009 社団法人全国地方銀行協会 12

（上記の続き）

コミットメントライン契約適用
対象のさらなる拡大

法務省
金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 34 / 44 法務省
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管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大
特定融資枠契約に関する法
律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に
係る手数料が利息制限法及び出資法上の
「みなし利息」の適用除外となるのは，借主
が,①資本金が５億円以上又は負債総額が２
００億円以上の株式会社（株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律第１条
の２第１項），②資本金が３億円を超える株
式会社，③特定債権等譲受業者（特定債権
等に係る事業の規制に関する法律第２条第
５項），④特定目的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等である場合に限定
される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，特定融資枠契
約に関する法律の借主の範囲を資本金３億
円以下の中小企業等に拡大することの是非
について，関係省庁とも連携をとりながら，
既に，中小企業等に対するニーズ調査等を
実施するなどして検討を行ってきたところで
ある。その結果、①中小企業等については
一定のニーズは認められたものの，中小企
業等の中にもなお慎重な意見もある上，平
成１３年改正で範囲を拡大した中堅企業の
利用状況も低調であったこと，利息制限法及
び出資法は経済的弱者保護の観点から利
息（「みなし利息」を含む。）の上限利率等を
定めているところ，その特例たる特定融資枠
契約に関する法律の借主の範囲についての
限定を大幅に緩和して経済的弱者である中
小企業等をその対象とすれば，中小企業等
が締結するコミットメントライン契約に係る手
数料（以下単に「手数料」という。）について，
その上限利率による制限が及ばなくなる結
果となって，手数料名目に合法的に高金利
を徴求されるおそれがあり，特に，近時，高
金利による貸付けが重大な社会問題になっ
ていることにかんがみれば，平成１５年７月
に成立した貸金業規制法及び出資法の一部
改正法（いわゆるヤミ金融対策法）等の高金
利の貸付けの問題に対する対策の効果等を
慎重に見極めながら，借主の範囲を中小企
業等に拡大することの是非を判断する必要
があること，

経済的弱者の保護という本規制の当初の趣
旨は首肯できるものの、本件のような新たな
金融サービスは需要創出型のサービスであ
り、言わば借主が利用して初めてその利便
性を実感する類のものである。こうした観点
から、要望者が挙げる借主を新たに追加す
ることについて、改めて検討されたい。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，前回も回答した
とおり，現時点で，直ちに中小企業等に借主
の範囲を拡大することは時期尚早であると
判断しているが，借主の範囲の拡大の是非
に関する検討については，今後も，引き続き
行う方針である。
コメットメントライン契約については，需要創
出型の新たな金融サービスであり，借主が
利用して初めてその利便性を実感するもの
であるとする指摘であるが，平成１５年に実
施した借り手側のニーズ調査によれば，借
主の範囲の拡大について中小企業等の中
にも慎重な意見があり，また，地方公共団体
に関してはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズがほとんどないという結果で
あったし，実際に平成１３年改正で借主の範
囲に加えられた中堅企業の利用状況も低調
であった。これらの事実を併せ考えると，一
定の融資枠が手数料なしに設定される当座
貸越取引等の従来の借入方法に加えて，実
際に融資を受けた場合の利息のほかに手数
料の支払が必要となるコミットメントライン契
約を利用したいという現実的なニーズが中
小企業等の借主側にどの程度あるのかにつ
いては慎重に見極めていく必要があると思
われる。

5080003 農林中央金庫 11

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

（上記の続き）

②中小企業以外の地方公共団体等へ借主
の範囲を拡大することを求める要望につい
ての検討も，中小企業に関する検討と並行
して行ってきたところであるが，平成１４年度
に実施したニーズ調査では，例えば，地方公
共団体にはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズはほとんどないという結果で
あり，そのニーズの有無を慎重に見極めて
いく必要があること、等の理由により，現時
点で，直ちに，中小企業等に借主の範囲を
拡大することは時期尚早であるとの結論に
至ったところである。しかし，法務省及び金
融庁としては，高金利による貸付けの問題
に対する対策の効果等の見極めつつ，引き
続き，中小企業及びそれ以外の地方公共団
体等への借主の範囲の拡大の是非に関す
る検討は行うこととしており，その結果，借主
の範囲の拡大が必要であると判断された場
合には，その対象について一括して改正措
置を行う方針であるが，こうした高金利によ
る貸付けの問題に対する対策の効果等の見
極めやニーズの把握等に相当な期間を要す
ることから，現時点では，検討の終了時期等
については未定である。

（上記の続き）

また，経済的弱者である中小企業等に借主
の範囲を拡大すれば，中小企業等が締結す
るコミットメントライン契約に係る手数料に利
息制限法及び出資法の上限利率による制
限が及ばなくなる結果となって，手数料名目
に合法的に高金利を徴求されるおそれがあ
り，このようなおそれがある以上，いわゆる
ヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対策
の効果等を見極めることなく，現時点におい
て，直ちに経済的弱者である中小企業や地
方公共団体等に借主の範囲を拡大するとい
う改正を行うことは相当ではないと考える。
このため，法務省及び金融庁としては，今後
の検討においては，借主の範囲の拡大の是
非について，高金利貸付け問題対策の効果
等の見極めやニーズの把握等を行いつつ，
慎重に判断していく必要があるとしているも
のである。

5080003 農林中央金庫 12

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 35 / 44 法務省
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管理
コード 項目

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5080 5080003 農林中央金庫 11
コミットメントライン契約の特
例適用を受ける借主対象先
の拡大

コミットメントライン契約の手数料につき利息
制限法及び出資法上のみなし利息の適用
除外となる借主の対象先に資本の額が3億
円を超える協同組合を追加する。

コミットメントライン契約について手数料が利
息制限法及び出資法上のみなし利息の適
用除外となるのは、借主が①商法特例法第
２条に規定する「株式会社」②資本の額が3
億円を超える株式会社③証取法の規定によ
る監査証明を受けなければならない株式会
社④特定債権等譲受業者⑤特定目的会社
及び登録投資法人等である場合に限定され
ている。

借主を一定規模以上の者に限定する趣旨
が経済的弱者の保護にあることを考慮して
も一定の規模要件を満たす協同組合をその
対象先に加えて差し支えないものと考える。

特定融資枠契約に関する法
律第2条

金融庁
法務省

5080 5080003 農林中央金庫 12

（上記の続き）

コミットメントライン契約の特
例適用を受ける借主対象先
の拡大

金融庁
法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 36 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大
特定融資枠契約に関する法
律第２条

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に
係る手数料が利息制限法及び出資法上の
「みなし利息」の適用除外となるのは，借主
が,①資本金が５億円以上又は負債総額が２
００億円以上の株式会社（株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律第１条
の２第１項），②資本金が３億円を超える株
式会社，③特定債権等譲受業者（特定債権
等に係る事業の規制に関する法律第２条第
５項），④特定目的会社（資産の流動化に関
する法律第２条第３項）等である場合に限定
される。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，特定融資枠契
約に関する法律の借主の範囲を資本金３億
円以下の中小企業等に拡大することの是非
について，関係省庁とも連携をとりながら，
既に，中小企業等に対するニーズ調査等を
実施するなどして検討を行ってきたところで
ある。その結果、①中小企業等については
一定のニーズは認められたものの，中小企
業等の中にもなお慎重な意見もある上，平
成１３年改正で範囲を拡大した中堅企業の
利用状況も低調であったこと，利息制限法及
び出資法は経済的弱者保護の観点から利
息（「みなし利息」を含む。）の上限利率等を
定めているところ，その特例たる特定融資枠
契約に関する法律の借主の範囲についての
限定を大幅に緩和して経済的弱者である中
小企業等をその対象とすれば，中小企業等
が締結するコミットメントライン契約に係る手
数料（以下単に「手数料」という。）について，
その上限利率による制限が及ばなくなる結
果となって，手数料名目に合法的に高金利
を徴求されるおそれがあり，特に，近時，高
金利による貸付けが重大な社会問題になっ
ていることにかんがみれば，平成１５年７月
に成立した貸金業規制法及び出資法の一部
改正法（いわゆるヤミ金融対策法）等の高金
利の貸付けの問題に対する対策の効果等を
慎重に見極めながら，借主の範囲を中小企
業等に拡大することの是非を判断する必要
があること，

経済的弱者の保護という本規制の当初の趣
旨は首肯できるものの、本件のような新たな
金融サービスは需要創出型のサービスであ
り、言わば借主が利用して初めてその利便
性を実感する類のものである。こうした観点
から、要望者が挙げる借主を新たに追加す
ることについて、改めて検討されたい。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，前回も回答した
とおり，現時点で，直ちに中小企業等に借主
の範囲を拡大することは時期尚早であると
判断しているが，借主の範囲の拡大の是非
に関する検討については，今後も，引き続き
行う方針である。
コメットメントライン契約については，需要創
出型の新たな金融サービスであり，借主が
利用して初めてその利便性を実感するもの
であるとする指摘であるが，平成１５年に実
施した借り手側のニーズ調査によれば，借
主の範囲の拡大について中小企業等の中
にも慎重な意見があり，また，地方公共団体
に関してはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズがほとんどないという結果で
あったし，実際に平成１３年改正で借主の範
囲に加えられた中堅企業の利用状況も低調
であった。これらの事実を併せ考えると，一
定の融資枠が手数料なしに設定される当座
貸越取引等の従来の借入方法に加えて，実
際に融資を受けた場合の利息のほかに手数
料の支払が必要となるコミットメントライン契
約を利用したいという現実的なニーズが中
小企業等の借主側にどの程度あるのかにつ
いては慎重に見極めていく必要があると思
われる。

5143021
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫
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z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

（上記の続き）

②中小企業以外の地方公共団体等へ借主
の範囲を拡大することを求める要望につい
ての検討も，中小企業に関する検討と並行
して行ってきたところであるが，平成１４年度
に実施したニーズ調査では，例えば，地方公
共団体にはコミットメントライン契約を利用し
たいとのニーズはほとんどないという結果で
あり，そのニーズの有無を慎重に見極めて
いく必要があること、等の理由により，現時
点で，直ちに，中小企業等に借主の範囲を
拡大することは時期尚早であるとの結論に
至ったところである。しかし，法務省及び金
融庁としては，高金利による貸付けの問題
に対する対策の効果等の見極めつつ，引き
続き，中小企業及びそれ以外の地方公共団
体等への借主の範囲の拡大の是非に関す
る検討は行うこととしており，その結果，借主
の範囲の拡大が必要であると判断された場
合には，その対象について一括して改正措
置を行う方針であるが，こうした高金利によ
る貸付けの問題に対する対策の効果等の見
極めやニーズの把握等に相当な期間を要す
ることから，現時点では，検討の終了時期等
については未定である。

（上記の続き）

また，経済的弱者である中小企業等に借主
の範囲を拡大すれば，中小企業等が締結す
るコミットメントライン契約に係る手数料に利
息制限法及び出資法の上限利率による制
限が及ばなくなる結果となって，手数料名目
に合法的に高金利を徴求されるおそれがあ
り，このようなおそれがある以上，いわゆる
ヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対策
の効果等を見極めることなく，現時点におい
て，直ちに経済的弱者である中小企業や地
方公共団体等に借主の範囲を拡大するとい
う改正を行うことは相当ではないと考える。
このため，法務省及び金融庁としては，今後
の検討においては，借主の範囲の拡大の是
非について，高金利貸付け問題対策の効果
等の見極めやニーズの把握等を行いつつ，
慎重に判断していく必要があるとしているも
のである。

5143021
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

12

z0500045 債権譲渡登記制度の拡充

・債権譲渡の対抗要件に関す
る民法の特例等に関する法
律（平成１０年法律第１０４号）
第３条第１項
・債権譲渡登記規則（平成１０
年８月２８日法務省令第３９
号）第１９条第２号
・平成１０年９月２２日法務省
告示第２９０号

債権譲渡登記制度は，平成１０年１０月に創
設され，債権譲渡登記に関する事務を司る
登記所として，東京法務局が指定されてい
る。平成１３年３月からは，インターネットを
通じて登記申請を可能とするオンライン申請
制度が運用されている。

ｃ

オンラインによる申請については，通信方式
の改善により，債権個数による制限を廃止
し，情報量による制限（1,500キロバイトを上
限とする。）のみとする予定であり，これによ
り，窓口及び郵送による申請を含めた全申
請件数の約９０％を超えるものがオンライン
により申請することが可能となることから，利
用者の利便性の向上に相当程度資するもの
と考える。
　残りの数パーセントの件数のオンライン申
請のために情報量による制限をも廃止する
こととした場合は，回線，機器等の増設等の
ための相当額の経費を要することとなる。ま
た，出頭による申請窓口を各法務局出張所
に広げるとした場合は，これらの窓口におい
て債権譲渡登記事務を処理するためのプロ
グラム，回線，機器，保守，人的手当等の多
大な経費を要することとなる。これらの経費
はすべて利用者の負担増になることを踏ま
えると，オンライン申請における情報量によ
る制限の廃止及び申請窓口の拡大は，必ず
しも制度利用者の全体の利便性を向上させ
ることにはならないと考える。

回答では、オンライン申請における情報量に
よる制限の廃止及び申請窓口の拡大は利
用者にコスト転嫁されることから、必ずしも制
度利用者の全体の利便性を向上させること
にはならないことを根拠に対応不可とされて
いるが、
①行政の情報化の観点から、各府省は、申
請・届出等手続きの電子化を推進していると
ころであり、電子化に伴うコストを利用者に
転嫁するため、利用者の利便性向上が図ら
れないとする御省の回答は合理性がないと
考える。どうすれば実施可能かの観点から、
具体的な対応策を改めて検討され、示され
たい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ｃ

オンラインによる申請について，申請１件当
たりの情報量の上限を１，５００キロバイトと
する制限のみとする予定であるところ，直近
の調査では，この場合であっても，窓口及び
郵送による申請を含めた全申請件数の９６．
５％がオンラインにより申請可能となる。
　仮に，この情報量による制限を廃止すると
し，数百メガバイトの情報量を有する申請ま
でオンラインで取り扱うこととすると，登記所
の回線，機器の増設等のシステム面での対
応に相当額の経費を要することとなる。この
経費を手数料の額の増額で賄う必要がある
ところ，試算では，オンラインによる申請の
手数料の額を現行の倍近くに増額すること
が必要である。
　制度利用者全体の利便性の向上の観点
からすると，わずか３．５％の申請のオンライ
ン化を図るため，このような負担を強いる措
置を採ることはできない。

5021172
社団法人日本
経済団体連合
会

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 37 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500044 コミットメントライン契約法の借主の範囲の拡大

z0500044

（上記の続き）

コミットメントライン契約法の
借主の範囲の拡大

z0500045 債権譲渡登記制度の拡充

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5143 5143021
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 コミットメントライン契約の適用対象企業の拡大

コミットメントライン契約（特例融資枠契約）の
適用対象を拡大し、①中小企業（資本金３億
円以下等）、②地方公共団体や特別法で定
められた地方公社等をその範囲に含める。

コミットメントライン契約（特例融資枠契約）の
適用対象を拡大することにより、中小企業の
資金調達の多様化が図られる。

特定融資枠契約に関する法
律第２条

金融庁
法務省

5143 5143021
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

12

（上記の続き）

コミットメントライン契約の適
用対象企業の拡大

金融庁
法務省

5021 5021172
社団法人日本
経済団体連合
会

11 債権譲渡登記制度の拡充【新規】

　オンライン申請システムの拡充を図り、申
請可能な債権数又は情報量の上限を引き上
げる。また、出頭による申請窓口を各法務局
出張所に拡大する。

　政府の「全国規模の規制改革要望への対
応方針」（2003年9月19日）においては、「債
権個数5,000個を上限とする制限を廃止し、
情報量による制限（1,500キロバイトを上限と
する）のみとする」とされている。
　しかし、債権個数の上限が撤廃されたとし
ても、情報量による制限が維持されている限
り、オンライン申請の利便性が改善するとは
言いがたい。債権個数の上限を撤廃するだ
けでなく、情報量による上限を大幅に引き上
げるべきである。併せて、出頭による申請窓
口の拡充も行うべきである。

債権譲渡の対抗要件に関す
る民法の特例等に関する法
律
債権譲渡登記令
債権譲渡登記規則

法務省

　債権譲渡登記制度において、オンライン申
請は、申請可能な債権数が限定されてい
る。
　また、出頭による申請の窓口は、東京法務
局民事行政部債権登録課のみとされてい
る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 38 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500045 債権譲渡登記制度の拡充

・債権譲渡の対抗要件に関す
る民法の特例等に関する法
律（平成１０年法律第１０４号）
第３条第１項
・債権譲渡登記規則（平成１０
年８月２８日法務省令第３９
号）第１９条第２号
・平成１０年９月２２日法務省
告示第２９０号

債権譲渡登記制度は，平成１０年１０月に創
設され，債権譲渡登記に関する事務を司る
登記所として，東京法務局が指定されてい
る。平成１３年３月からは，インターネットを
通じて登記申請を可能とするオンライン申請
制度が運用されている。

ｃ

オンラインによる申請については，通信方式
の改善により，債権個数による制限を廃止
し，情報量による制限（1,500キロバイトを上
限とする。）のみとする予定であり，これによ
り，窓口及び郵送による申請を含めた全申
請件数の約９０％を超えるものがオンライン
により申請することが可能となることから，利
用者の利便性の向上に相当程度資するもの
と考える。
　残りの数パーセントの件数のオンライン申
請のために情報量による制限をも廃止する
こととした場合は，回線，機器等の増設等の
ための相当額の経費を要することとなる。ま
た，出頭による申請窓口を各法務局出張所
に広げるとした場合は，これらの窓口におい
て債権譲渡登記事務を処理するためのプロ
グラム，回線，機器，保守，人的手当等の多
大な経費を要することとなる。これらの経費
はすべて利用者の負担増になることを踏ま
えると，オンライン申請における情報量によ
る制限の廃止及び申請窓口の拡大は，必ず
しも制度利用者の全体の利便性を向上させ
ることにはならないと考える。

回答では、オンライン申請における情報量に
よる制限の廃止及び申請窓口の拡大は利
用者にコスト転嫁されることから、必ずしも制
度利用者の全体の利便性を向上させること
にはならないことを根拠に対応不可とされて
いるが、
①行政の情報化の観点から、各府省は、申
請・届出等手続きの電子化を推進していると
ころであり、電子化に伴うコストを利用者に
転嫁するため、利用者の利便性向上が図ら
れないとする御省の回答は合理性がないと
考える。どうすれば実施可能かの観点から、
具体的な対応策を改めて検討され、示され
たい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ｃ

オンラインによる申請について，申請１件当
たりの情報量の上限を１，５００キロバイトと
する制限のみとする予定であるところ，直近
の調査では，この場合であっても，窓口及び
郵送による申請を含めた全申請件数の９６．
５％がオンラインにより申請可能となる。
　仮に，この情報量による制限を廃止すると
し，数百メガバイトの情報量を有する申請ま
でオンラインで取り扱うこととすると，登記所
の回線，機器の増設等のシステム面での対
応に相当額の経費を要することとなる。この
経費を手数料の額の増額で賄う必要がある
ところ，試算では，オンラインによる申請の
手数料の額を現行の倍近くに増額すること
が必要である。
　制度利用者全体の利便性の向上の観点
からすると，わずか３．５％の申請のオンライ
ン化を図るため，このような負担を強いる措
置を採ることはできない。

5086028 社団法人リース事業協会 11

z0500046 資産流動化に際しての信託宣言の許容 信託法第１条

信託法第１条が「他人ヲシテ一定ノ目的ニ従
ヒ財産ノ管理又ハ処分ヲ為サシムル」と規定
しているため，委託者が自らを受託者とする
信託宣言は，現行法上，認められていない。

ｂ Ⅰ

信託法の改正についての関係法案を平成１
７年中に国会に提出することを目途として準
備中であり，この改正作業の中で対応可能
性について検討する予定である。

検討の方向性及びおおよそのスケジュール
感について、可能な限り示されたい。 b Ⅰ

平成１６年中に法制審議会において信託法
の見直しに関する諮問を得て専門部会を設
置し，具体的な調査審議を進め，平成１７年
度中に信託法の改正についての関係法案を
国会に提出することを目途として作業を行っ
ていく予定である。
信託宣言の許容については，現行信託法制
下における種々の問題点の把握や分析に
努めている段階であり，現時点では検討の
方向性は未定であるが，法制審議会におけ
る審議の内容を踏まえて上記の関係法案提
出までには所要の結論を明らかにする予定
である。

5026014 都銀懇話会 11

z0500047
信託法第58条の見直し・信託
宣言やチャリタブルトラストの
制度の創設

信託法第１条，同第５８条

信託法第５８条は，受益者が信託利益の全
部を享受する場合で，かつ，やむをえない事
情があるときは，受益者又は利害関係人の
請求により，裁判所は信託を解除できると規
定している。
信託宣言及びチャリタブル・トラストは，現行
法上，認められていない。

ｂ Ⅰ

信託法の改正についての関係法案を平成１
７年中に国会に提出することを目途として準
備中であり，この改正作業の中で対応可能
性について検討する予定である。

回答では、信託法の改正作業の中で対応可
能性について検討する予定とのことである
が、
検討の時期について、明確とするとともに、
結論を得る時期について改めて検討された
い。

b Ⅰ

平成１６年中に法制審議会において信託法
の見直しに関する諮問を得て専門部会を設
置し，具体的な調査審議を進め，平成１７年
度中に信託法の改正についての関係法案を
国会に提出することを目途として作業を行っ
ていく予定である。
信託法第５８条の見直し，信託宣言やチャリ
タブルトラスト制度の創設については，現行
信託法制下における種々の問題点の把握
や分析に努めている段階であり，現時点で
は検討の方向性は未定であるが，いずれも
法制審議会における審議の内容を踏まえて
上記の関係法案提出までには所要の結論を
明らかにする予定である。

5085014 オリックス株式会社 11

z0500047
信託法第58条の見直し・信託
宣言やチャリタブルトラストの
制度の創設

信託法第１条，同第５８条

信託法第５８条は，受益者が信託利益の全
部を享受する場合で，かつ，やむをえない事
情があるときは，受益者又は利害関係人の
請求により，裁判所が信託の解除をできると
規定している。
信託宣言及びチャリタブル・トラストは，現行
法上，認められていない。

ｂ Ⅰ

信託法の改正についての関係法案を平成１
７年中に国会に提出することを目途として準
備中であり，この改正作業の中で対応可能
性について検討する予定である。

回答では、信託法の改正作業の中で対応可
能性について検討する予定とのことである
が、
検討の時期について、明確とするとともに、
結論を得る時期について改めて検討された
い。

b Ⅰ

平成１６年中に法制審議会において信託法
の見直しに関する諮問を得て専門部会を設
置し，具体的な調査審議を進め，平成１７年
度中に信託法の改正についての関係法案を
国会に提出することを目途として作業を行っ
ていく予定である。
信託法第５８条の見直し，信託宣言やチャリ
タブルトラスト制度の創設については，現行
信託法制下における種々の問題点の把握
や分析に努めている段階であり，現時点で
は検討の方向性は未定であるが，いずれも
法制審議会における審議の内容を踏まえて
上記の関係法案提出までには所要の結論を
明らかにする予定である。

5086014 社団法人リース事業協会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500045 債権譲渡登記制度の拡充

z0500046 資産流動化に際しての信託宣言の許容

z0500047
信託法第58条の見直し・信託
宣言やチャリタブルトラストの
制度の創設

z0500047
信託法第58条の見直し・信託
宣言やチャリタブルトラストの
制度の創設

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5086 5086028 社団法人リース事業協会 11 債権譲渡登記制度の拡充

債権譲渡登記制度において、オンライン申
請は、申請可能な債権数が限定されてい
る。また、出頭による申請の窓口は、東京法
務局民事行政部債権登録課のみとされてい
る。オンライン申請システムの拡充を図り、
申請可能な情報量の上限を引き上げるこ
と。また、出頭による申請窓口を各法務局出
張所に拡大すること。

政府の「全国規模の規制改革要望への対応
方針」（2003年9月19日）においては、「債権
個数5,000個を上限とする制限を廃止し、情
報量による制限（1,500キロバイト）のみとす
る」とされている。しかし、情報量による制限
が維持される限り、オンライン申請の利便性
が改善するとは言いがたい。債権個数の上
限を撤廃するだけでなく、情報量による上限
を大幅に引上げるべきである。併せて、申請
窓口の拡充も行うべきである。

債権譲渡の対抗要件に関す
る民法の特例等に関する法
律、債権譲渡登記令、債権譲
渡登記規則

法務省

5026 5026014 都銀懇話会 11 資産流動化に際しての信託宣言の許容

・信託法第1条に第2項を新設し、「別途法律
に定めのある場合においては自己を一定の
目的に従い財産の管理又は処分を為さしむ
ることを得」と規定する

・貸出債権等の流動化における債務者の抵
抗感の払拭により、貸出債権等の流動化が
促進される

信託法第1条 法務省

5085 5085014 オリックス株式会社 11
信託法第58条の見直し・信託
宣言やチャリタブルトラストの
制度の創設

信託法58条の規定により、受益者が単独の
場合においては信託の解除リスクがあるた
め、証券化のスキーム上問題になることが
ある。信託法58条の改正を望む。また、英米
法における信託宣言やチャリタブルトラスト
の制度の創設を望む。

証券化のスキーム上倒産隔離性が高く税制
上も優遇性が確保できるビークルとして資産
流動化法上の特定目的会社（以下TMK）の
制度があるがTMKへの出資金を保有する者
としては、いまだにケイマンSPCが使われる
ことが多い。（特定持分信託の制度は、左記
の理由からリーガル的には若干のリスクが
残ると解されており、複数のものを受益者に
する必要があるなど使い勝手が悪くなってし
まっている。）

左記の通り、英米法における信託宣言や
チャリタブルトラストに代わる仕組みとして、
資産流動化法上の特定持分信託や中間法
人が利用されることがあるが、使い勝手など
の理由からいまだにケイマンSPCが使われ
るケースが多い。信託法の見直しなどを行う
ことで証券化の仕組み上、より使い勝手がよ
く、低コストで国内完結しやすくなる制度の創
設を望む。

信託法等 金融庁
法務省

5086 5086014 社団法人リース事業協会 11
信託法第58条の見直し・信託
宣言やチャリタブルトラストの
制度の創設

信託法58条の規定により、受益者が単独の
場合においては信託の解除リスクがあるた
め、証券化のスキーム上問題になることが
ある。信託法58条の改正を望む。また、英米
法における信託宣言やチャリタブルトラスト
の制度の創設を望む。

証券化のスキーム上倒産隔離性が高く税制
上も優遇性が確保できるビークルとして資産
流動化法上の特定目的会社（以下TMK）の
制度があるがTMKへの出資金を保有する者
としては、いまだにケイマンSPCが使われる
ことが多い。（特定持分信託の制度は、左記
の理由からリーガル的には若干のリスクが
残ると解されており、複数のものを受益者に
する必要があるなど使い勝手が悪くなってし
まっている。）

左記の通り、英米法における信託宣言や
チャリタブルトラストに代わる仕組みとして、
資産流動化法上の特定持分信託や中間法
人が利用されることがあるが、使い勝手など
の理由からいまだにケイマンSPCが使われ
るケースが多い。信託法の見直しなどを行う
ことで証券化の仕組み上、より使い勝手がよ
く、低コストで国内完結しやすくなる制度の創
設を望む。

信託法等 金融庁
法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 40 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500048 短期社債（電子ＣＰ）発行手続の緩和 社債等の振替に関する法律

社債等の振替に関する法律第８３条第１項
は，短期社債の発行については，取締役会
の決議をもって，特定の取締役に委任するこ
とができるものとしている。

ｃ Ⅰ

短期社債については，発行権限を特定の取
締役に委任することにより（社振法８３条１
項）発行の機動性を確保することができる
上，多数の投資家を相手に多額の資金調達
を行うために発行される短期社債の発行に
ついて取締役会による包括的委任すら不要
とすることについては，商法２６０条とのバラ
ンスを失し，極めて困難である（なお，要望
理由中の手形ＣＰについて取締役会の関与
が全く不要であるという点については，商法
の解釈上疑義がある。）。

回答では、商法２６０条とのバランスを失す
ることから対応不可とされているが、
①短期社債（電子ＣＰ）は、発行目的（短期
資金調達）、対象、規模等、経済的実質が手
形ＣＰと同じである以上、多額の借財に相当
する場合を除いて、取締役会議を不要とす
るのが合理的と考える。具体的な対応策を
改めて検討され、示されたい
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

ｃ Ⅰ

代表取締役は、執行権しかなく、意思決定権
はない。株式会社のすべての行為の意思決
定権は原則として取締役会にあり、そのうち
の一部を取締役に委任することができるだ
けである。したがって、短期社債発行につい
て、取締役会決議を一切不要とした場合、い
かなる機関がその発行の意思決定を行うか
不明となり、現行商法における取締役会と取
締役との間の権限分配との関係を整合的に
説明することができなくなる。手形ＣＰの発行
の場合も、代表取締役は、取締役会からの
包括的委任に基づいて発行決定ができるに
過ぎない。現行の社債等の振替に関する法
律においては、取締役会が短期社債の発行
の意思決定権を包括的に特定の取締役に
委任することを許容しているのであり、この
包括的委任を活用すれば、手形ＣＰと同様
の取扱いをすることが可能である。要望は商
法の規定の誤解から生まれたものと考える。

5021192
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0500049 ベンチャー企業（特に開発型）に対する、大会社基準の緩和

株式会社の監査等に関する
商法の特例に関する法律第
１条の２第１項，第２条第１項

大会社（資本金５億円以上又は負債総額２０
０億円以上）については、会計監査人による
監査が義務付けられている。

ｂ Ⅰ

会社の規模・性質による法規制の在り方の
見直しの要否等については、会社法制の現
代化に係る議論の一環として総合的に検討
されているところ、会社法制の現代化につい
ては、「規制改革推進３か年計画（再改定）」
（平成１５年３月２８日閣議決定）においても
平成１７年を目途に法案提出予定とされ、こ
れに向けて法制審議会においても検討が進
められていることから、当該スケジュールに
従って検討を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、開発型ベンチャーな
どの事業を早期立ち上げ、経済活性化をは
かる観点から、本制度を早急に見直すべき
である。

b Ⅰ

会社の規模による法規制の在り方の見直し
の要否等については，会社法制の現代化に
係る体系的な議論の一環として総合的に検
討を行ってまいりたい。

5116004 中間法人 11

z0500050 日本版ＬＬＣの容認 米国におけるLLC的に相当するような組織
形態は存在しない。

ｂ（法務
省部分
につい
て）

Ⅰ（法
務省部
分につ
いて）

要望事項のうち，事業組織形態に係る私法
上の規制の在り方については、会社法制の
現代化に係る議論の一環として総合的に検
討されているところ、会社法制の現代化につ
いては、「規制改革推進３か年計画（再改
定）」（平成１５年３月２８日閣議決定）におい
ても平成１７年を目途に法案提出予定とさ
れ、これに向けて法制審議会においても検
討が進められていることから、当該スケ
ジュールに従って検討を行ってまいりたい。

回答では、法制審議会において検討されて
いるとのことであるが、規制改革の推進に関
する第３次答申（平成１５年１２月２２日）を踏
まえて、早急に検討し結論を示されたい。

ｂ（法務
省部分
につい
て）

Ⅰ（法
務省部
分につ
いて）

事業組織形態にかかる私法上の規制の在り
方については，会社法制の現代化に係る体
系的な議論の一環として総合的に検討を
行っているところであり，規制改革の推進に
関する第３次答申を踏まえて，平成１６年度
中に検討し，結論を得ることを目途として，作
業を進めてまいりたい。

5116007 中間法人 11

z0500052 官公庁等における請求書様式の統一化等 －
法務省が行うリース契約におけるリース料
の請求書については、指定様式を定めてい
ない。

ｅ －
法務省が行うリース契約におけるリース料
の請求書については、指定様式を定めてい
ないため，規制自体が存在しない。

－ 5086029 社団法人リース事業協会 11

z0500053 電子申請における属性認証の統一的な方策の提示

電子署名及び認証業務に関
する法律（平成12年法律第
102号）第２条第２項
電子署名及び認証業務に関
する法律施行規則（平成13年
総務省・法務省・経済産業省
令第２号）第６条第８号

【電子署名法における属性情報の取扱い】
電子署名を行った者を証明する認証業務に
おいて、電子証明書に利用者の氏名や住所
の他、利用者に係る資格や役職等の属性情
報を記録することは可能である。ただし、電
子署名法における認証業務は、利用者の公
開鍵が当該利用者に係るものであることを
証明する業務であり、利用者の肩書や資格
等の属性を証明することは含まれていない
ため、電子証明書に記載された資格や役職
等の利用者の属性情報は、認定の対象外と
されている。

ｅ

　電子署名法においては、電子申請につい
て何ら規定していないことから、電子申請時
における属性認証の取扱いは、電子署名法
の規定に従って決定される趣旨のものでは
ない。
　なお、電子署名法における属性認証の取
扱いについては、資格や役職等の属性情報
については自ずからその信頼性が明らかで
ある（例えば、資格者団体がその加入者の
属性を証明している）場合もあることから、属
性情報に係る公的な認定制度の創設につい
ては、利用者や電子証明書を受け取る側の
ニーズを踏まえた上で検討を行う必要があ
ると思料。ただし、電子署名法における認定
認証事業者が属性情報に変更があった事実
及び資格が失効された事実を把握すること
が難しいことから、属性情報に係る公的な認
定制度の創設にあたっては、電子署名法に
おける認定制度とは別の制度的枠組が必要
になると思料。

5021161
社団法人日本
経済団体連合
会

11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500048 短期社債（電子ＣＰ）発行手続の緩和

z0500049 ベンチャー企業（特に開発型）に対する、大会社基準の緩和

z0500050 日本版ＬＬＣの容認

z0500052 官公庁等における請求書様式の統一化等

z0500053 電子申請における属性認証の統一的な方策の提示

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021192
社団法人日本
経済団体連合
会

11 短期社債（電子ＣＰ）発行手続の緩和【新規】
　短期社債発行時に、取締役会の関与なく
短期社債を発行できるようにすべきである。

　手形ＣＰの発行においては、取締役会は全
く必要とされておらず、経済的実質が同じ短
期社債（電子ＣＰ）においても、取締役会の
関与は不要である。

社債等の振替に関する法律
第83条 法務省

　短期社債を発行するには、原則取締役会
の決議が必要であり、取締役会の決議によ
り特定の取締役に委任することができること
となっている（社振法83）。

5116 5116004 中間法人 11 ベンチャー企業（特に開発型）に対する、大会社基準の緩和

特に開発型のベンチャー企業に対しては、
資本金５億円を超えれば大会社と認定され
る、現在の商法特例法の枠を変更し、負債
総額200億円だけの基準としてもらいたい。

商法特例法上の大会社になれば、監査法人
による監査の義務などが発生するため、必
要コスト・体力が増加する。
開発型のベンチャーでは、開発コストがかさ
むことから、創業赤字が続く段階でも、この
資本金基準を超えることが多く、事業の早期
立ち上げに妨げとなることがある。

株式会社の監査等に関する
商法の特例に関する法律　第
１条の２、第４条

法務省

5116 5116007 中間法人 11 日本でもＬＬＣ的な組織形態を認めてもらいたい

米国では、ＶＣファンドにおいて最も一般的
にＬＬＣが使われているが、日本では同様の
組織形態を認める法制度が無い。特にファ
ンドのＧＰとして有用な制度であり、ぜひ日本
でも認めてもらいたい。

ＬＬＣはＧＰ構成員の有限責任と税のパスス
ルーを両立するものであり、ファンドの利益
拡大がＧＰの経済的利益をリンクさせるス
キーム。
従って、ファンドのパフォーマンス向上に繋
がることから、投資家へのリターン拡大も見
込め、再投資からベンチャー企業への資金
流入拡大という、望ましいサイクルを生み出
す可能性を持つ。

現状、定めるもの無し
（日本の会社形態などを定め
ているものとしては、商法、民
法、有責法などがある）

法務省
財務省

ベンチャー・キャピタル・ファンドに関する基
礎理論的考察
～仮屋広郷（一橋大助教授）

5086 5086029 社団法人リース事業協会 11 官公庁等における請求書様式の統一化等

官公庁及び特殊法人等とのリース契約にお
けるリース料の請求書については、官公庁
等の指定様式となっているため、機械処理
ができず事務手間がかかる。このため、リー
ス会社所定の様式の使用を認めるか、官公
庁等の様式を統一化・電子的データによる
請求を可能とすること。

請求書作成・送付事務の機械処理による合
理化が図れる。 全省庁

5021 5021161
社団法人日本
経済団体連合
会

11
電子申請における属性認証
の統一的な方策の提示　【新
規】

　法人の従業員等が電子申請を行う場合の
属性認証に関する統一的な方策を提示す
る｡その上で、地方公共団体に対する電子申
請についても、国と同様の措置が講じられる
ようにすべきである。

　書面による申請においては、法人の代表
者ではなく、従業員等による手続が行われ
ている場合がある。一方､電子申請において
は、代表者以外の申請者の法人における属
性を証明できないため、あらゆる手続におい
て代表者の電子署名が必要となり、法人の
公印管理部門の負担が大きくなっている｡申
請内容によっては、必ずしも代表者の電子
署名が必要でない手続もあると考えられるこ
とから、そのような申請については、代表者
の電子署名がなくても申請を行えるようにす
る必要がある。

総務省
法務省
経済産業省

　法人の従業員等が電子申請を行う場合の
役職、所属等の属性認証について統一的な
方策が示されていない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 42 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0500053

（上記の続き）

電子申請における属性認証
の統一的な方策の提示

5021161
社団法人日本
経済団体連合
会

12

z0500054
債権流動化における債権譲
渡禁止特約の対外効の制限
の見直し

民法第466条第2項 当事者が譲渡禁止の意思表示をした場合，
指名債権の譲渡は禁止される。 － Ⅰ

法務省は，民事基本法を所管する立場か
ら，信託営業者等についての特例措置に関
する所管府省による検討に協力を行う。

本件要望は，私人間における債権譲渡一般
についての見直しではなく，譲受人が信託営
業者等一定の免許業者の場合に限定した
特例措置の検討を求めるものであるから，
当該業者を所管する府省において検討がさ
れるものと承知しているが，その検討に対し
て必要な協力は行って参りたい。

原債権者の資金調達を妨げる要因となって
いるなど弊害が多い債権譲渡禁止特約の対
外効（民法第466条第２項）の現在の位置付
けや今後のあり方についての認識を示され
たい。それらを踏まえて、要望内容の措置の
可否について見解を示されたい。

－ Ⅰ

譲渡禁止特約を認めた趣旨は，債権者の交
替による過酷な取立てから債務者を保護す
ることにある。なお，特約を結ぶか否か，ま
た，いったん結んだ特約を解約するか否か
は当事者の自由とされている。また，本条
は，一定の政策目的のために特定の分野に
ついて特例措置を設けることを妨げるもので
はない。

5026013 都銀懇話会 11

z0500055
更なる信託スキームの活用
に資する商事（営業）信託関
連法制の見直し

信託法 要望理由に記載されたとおりである。 ｂ Ⅰ

信託法の改正についての関係法案を平成１
７年中に国会に提出することを目途として準
備中であり，この改正作業の中で対応可能
性について検討する予定である。

回答では、信託法の改正作業の中で対応可
能性について検討する予定とのことである
が、
検討の時期について、明確とするとともに、
結論を得る時期について改めて検討された
い。
また、検討の方向性についても、具体的に示
されたい。

b Ⅰ

平成１６年中に法制審議会において信託法
の見直しに関する諮問を得て専門部会を設
置し，具体的な調査審議を進め，平成１７年
度中に信託法の改正についての関係法案を
国会に提出することを目途として作業を行っ
ていく予定である。
商事信託関連法制の見直しについては，現
行信託法制下における種々の問題点の把
握や分析に努めている段階であり，現時点
では検討の方向性は未定であるが，法制審
議会における審議の内容を踏まえて上記の
関係法案提出までには所要の結論を明らか
にする予定である。

5006005 社団法人信託協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 43 / 44 法務省



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する当室からの再検討要請に対する各省庁の回答

管理
コード 項目

z0500053

（上記の続き）

電子申請における属性認証
の統一的な方策の提示

z0500054
債権流動化における債権譲
渡禁止特約の対外効の制限
の見直し

z0500055
更なる信託スキームの活用
に資する商事（営業）信託関
連法制の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021161
社団法人日本
経済団体連合
会

12

（上記の続き）

電子申請における属性認証
の統一的な方策の提示　【新
規】

（上記の続き）

　なお、「電子政府構築計画」(平成15年７月
17日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡
会議決定)では、「電子申請システムについ
ては、代理人が手続を行う場合にも対応でき
るよう､できる限り早期に所要の措置を講ず
る」とされているが、属性認証についても統
一的な方策を示すべきである｡これに関連し
て、「『e-Japan重点計画－2003』(案)に対す
る意見及びそれらについての考え方」(平成
15年８月８日IT戦略本部資料)では、「属性認
証に関する統一的な位置付けについて、利
用者やこれを受け取る側のニーズを踏まえ
つつ、検討を行うことが必要である」とされて
いる。

総務省
法務省
経済産業省

5026 5026013 都銀懇話会 11 債権流動化における債権譲渡禁止特約の対外効の制限

・売掛債権等の一定の種類の指名債権に限
定し、かつ①「信託業法」又は「金融機関の
信託業務の兼営等に関する法律」に基づく
信託営業者に対する信託が譲り受ける場
合、又は②特定目的会社及び「証券取引法
施行令第17条の2第2項第3号及び同条第3
項に規定する有価証券を定める内閣府令」
に定める有価証券を発行する法人並びにそ
れに準ずる外国の法人が譲り受ける場合に
限り、譲渡禁止特約の対外効を制限するよ
う「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特
例等に関する法律」を一部改正。民法第466
条第2項の譲渡禁止特約の対外効を制限す
る規定を盛り込む（併せて、法律名を例えば
「債権譲渡に関する民法の特例に関する法
律」に改める）

・そもそも民法第466条第2項の規定が起草
された当時は、原債務者を過酷な取立てな
どの権利行使から保護することが背景に
あったと見られるが、譲受人を信託営業者等
一定の免許業者等に限定することにより、そ
の目的は十分に達成できる
・現在の譲渡禁止特約の対外効は、原債務
者に保護を与える手段としては過剰規制で
あり、逆に原債権者の資金調達を妨げる要
因となっているなど弊害が多く、緩和される
べきである。一方で、譲渡禁止特約付債権
も、最高裁判例で既に差押及び転付命令の
対象と認められている点と照らし合わせれ
ば、より広く原債権者の資金調達のために
活用されるべきである
・我が国の債権譲渡関連法制を国際的な趨
勢に適合させることにより、我が国の債権流
動化市場の拡大を図ることができる

民法第466条第2項、債権譲
渡の対抗要件に関する民法
の特例等に関する法律

金融庁
法務省

5006 5006005 社団法人信託協会 11
更なる信託スキームの活用
に資する商事（営業）信託関
連法制の見直しを行うこと

商事（営業）信託関連法制において、例えば
以下の点を緩和するよう、見直しを行うこと。
・自己執行義務（信託法26条）の緩和
・一定の要件を充たす場合の忠実義務（信
託法22条）の緩和
・受益者多数の場合の受益者による承認及
び受益者の権利行使等のルールの明確化
・信託の併合・分割に関する規定の整備
・受託者の第三者に対する有限責任の明確
化

・商事（営業）信託関連法制の実現により、
自由度の高い商事的なアレンジメントを認め
ることは、わが国信託業の更なる発展のみ
ならず、市場機能を中核とした金融システム
の構築を通じ、経営全般の活性化にも資す
る。

民事信託についてのルールを集団性、流動
性、事業性などの特性をもつ商事（営業）信
託に適用することは不適切な面が少なくな
く、今後、拡充が見込まれる市場型間接金
融の重要なビークルとして信託がより活用さ
れるためには、現行法において例えば以下
のような点が問題となる。
  ・自己執行義務　‥　信託法26条では外部
委託が原則禁止とされている。
　・忠実義務　‥　信託法22条は強行規定と
解する説が有力である。
　・受益者多数の場合の受益者による承認
及び受益者の権利行使等　‥　現行法では
明確な規定がなく、通説上受益者全員の同
意が必要と解されている。
　・信託の併合・分割に関する規定　‥　証
券化業務などにおいては、信託の併合・分
割が当該業務の円滑な推進・発展に必要で
あるが、現行法では規定がない。
　・受託者の第三者に対する責任　‥　現行
法では第三者に対する受託者の有限責任を
認める旨の規定がない。

・信託法
・信託業法
・兼営法（金融機関ノ信託業
務ノ兼営等ニ関スル法律）

金融庁
法務省

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 44 / 44 法務省


